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整理番号 ４４-１-１ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 人文学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 基本的組織の編成 

 

本学部の教育理念の一つとして掲げる「複雑多様化し混迷する現代社会のあらゆる局面で，不断に根
源的な思索を試み，それらに批判的・創造的にかかわっていくことのできる「実践知」を身につけた，
新しい時代の人文人（ネオ・フマニスト）の育成」のさらなる向上を目指し，平成 19 年４月に講座再
編を行った（資料－人文－１）。 
資料－人文－１：講座再編新旧対照表 

講 座 分 野 分 野 講 座

哲 学 分 野 ・

比 較 哲 学 分 野 ・

心 理 学 分 野 ・ ・ 心 理 学 分 野

社 会 心 理 学 分 野 ・ ・ 社 会 心 理 学 分 野

社 会 学 分 野 ・ ・ 社 会 学 分 野

文 化 情 報 論 講 座 情 報 論 分 野 ・ ・ 文 化 情 報 論 分 野

日 本 史 学 分 野 ・

東 洋 史 学 分 野 ・

西 洋 史 学 分 野 ・

文 化 人 類 学 分 野 ・

人 文 地 理 学 分 野 ・

民 族 学 分 野 ・

言 語 学 分 野 ・

英 語 学 分 野 ・

ド イ ツ 語 学 分 野 ・

日 本 文 学 分 野 ・ ・ 日 本 文 学 分 野

日 本 語 学 分 野 ・

日 本 語 教 育 学 分 野 ・

比 較 文 学 分 野 ・ ・ 比 較 文 学 分 野

中 国 文 学 ・ 語 学 分 野 ・ ・ 中 国 語 学 ・ 中 国 文 学 分 野

ド イ ツ 文 学 分 野 ・ ・ ドイツ語学・ドイツ文学分野

フ ラ ン ス 文 学 分 野 ・

英 米 文 学 分 野 ・

非言語コミュニケーション
講 座

非言語コミュニケーション分野 ・ ・ 芸術コミュニケーション分野 芸術コミュニケーション講座

比 較 言 語 文 化 講 座

・
フランス語学・フランス文学分

野

人
間
情
報
学
科

文
化
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
学
科

基 礎 人 間 学 講 座

行 動 科 学 講 座

地 域 文 化 変 動 論 講 座

文 化 生 態 学 講 座

言語コミュニケーション講
座

日 本 言 語 文 化 講 座

比 較 言 語 文 化 講 座

日 本 史 分 野

地 域 文 化 史 分 野

世 界 史 分 野・

日本語学・日本語教育学分野・

・

・

・

社 会 ・ 情 報 学 講 座

心 理 学 ・ 社 会 心 理 学 講 座

哲 学 ・ 思 想 論 講 座

日 本 言 語 文 化 講 座

歴 史 学 講 座

英 米 言 語 文 化 講 座

学
科

現 行 改 組 後

・ 英 語 学 ・ 英 米 文 学 分 野

哲 学 ・ 思 想 論 分 野

 
（出典：人文学部） 

また，次のような体制整備を図ったことにより，旧来に比べてより体系的な組織編成が実現した。 
・ 旧来の「非言語コミュニケーション講座」の人的編成を整え，それまで当該講座に所属していた

スポーツコミュニケーションと英語学・言語学を専門とする２教員を全学教育機構に配属し，新た
に美術史を専門とする教員を平成 19 年度に採用し「芸術コミュニケーション講座」に再編した。 
 平成 20 年度の新カリキュラムからは，例えば，ワークショップゼミにおいて，様々な芸術家を
招き，松本市美術館やまつもと市民芸術館などの地域の文化拠点をフィールドにした実践的な授業
展開を積極的に行うなど，音楽・美術・舞台芸術という「芸術」を中核にしたより明確で統一的な
講座編成が実現した。 

・ 日本語教育学において，理論面だけでなく実践教育指導を望む学生からの要望も踏まえ，それま
で１名の教員により担当していた日本語教育学分野において，平成 21年 10 月に，日本語教育学の
実践教育を専門とする専任教員１名を新規に採用することにより，この分野の教育実施体制をさら
に充実させた。 



 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 人文学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 教育課程の編成 

 
平成 20 年度からの新カリキュラム実施により，本学部の教育目標の根幹である「実践知」を修得さ

せるための教育課程を強化した。 

新カリキュラムの編成に当たっては，授業改善アンケート，新入生アンケート等の分析結果等に基づ

き教育の改善に活かす本学部の PDCA サイクルにより，学生や社会からの要請を取り入れるとともに，

本学部の教育目標に沿った入学者受け入れポリシー，カリキュラム編成ポリシー，卒業認定・学位授与

ポリシーを策定し，Web サイトで公表した。 

平成 20 年度以降に実施した主な教育課程の編成事例は以下のとおりである。 

 

・ 社会学分野と文化情報論分野を統合した「社会・情報学講座」では，平成 19 年７月に地域連携

協定を締結した長野県小県郡青木村の要請を受け，平成 20・21 年度に，青木村をフィールドとし

た社会調査実習（「青木村の地域づくりに関する調査」）を新規事業として実施した。聞き取り調査

と調査票調査を実施し，その結果を調査報告書として提供することにより，地域からの要請に応え

ている。また，このような調査は，社会調査士の資格取得に必要な実習を兼ねており，本学部が掲

げる「実践知」を養うとともに，学生の要望にも応える授業となっている。 

 

・ 非言語コミュニケーション講座を改編した「芸術コミュニケーション講座」では，平成 20 年度

から実施した新カリキュラムのワークショップゼミにおいて，ダンサー，音楽家，演出家，画家な

ど，多くのアーティストを招き，学生に直接創作活動のエッセンスを伝える授業を取り入れた。多

分野のプロフェッショナルとの出会いは，芸術にとどまらず，思想や文化の多様性を学ばせる絶好

の機会となっている。また，ワークショップゼミの成果を発表するために，学外企画も積極的に実

施した。会場は松本市美術館やまつもと市民芸術館など，地域文化の拠点施設を借り，実践的なア

ートリテラシーの修得に磨きをかけてきた。平成 20 年度は松本市及び松本市美術館と連携して「松

本オムニバス，まちとアートをつなぐ旅」と題してパフォーマンス・イベント＝バスツアーを実施

した。平成 21年度は「Costume in play 展」と題して，松本市美術館との合同による企画展を行

い，「装い」をテーマに一般市民にも広く公開し，地域の文化活動の一翼を担った。 

 

 

整理番号 ４４-１-２ 



 

整理番号 ４４-２-３ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 人文科学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 

 
本研究科では，研究科委員会，執行部会議，情報管理分析室評価情報担当委員の緊密な連携の下，教

育内容改善の PDCA サイクルを構築している。平成 20，21 年度はそれにより主として以下の改善を実施

した。 

平成 20 年度に，本研究科における大学院シンポジウムのこれまでのあり方を見直し，本研究科の理

念及び教育目標として掲げている総合的・学際的・比較論的な探究の方法をより実践的に身につけさせ

るための方策を検討し，後期から新方式の大学院シンポジウムを試行的に実施した。 

この新方式における主な改善点は 

・ 全教員，全院生がシンポジウムに参加することにより，人文科学の広範囲にわたる学問領域を総

合的な視点からとらえ，さまざまな視座からそれぞれの院生の研究発表に対し学際的，領域横断的

に審査・討論ができるようにしたこと。 

・ それぞれの発表に対して明確な基準を設けて厳正な審査を行い，優秀な発表に対して研究発表優

秀賞を設け，表彰することとしたこと。 

である。 

この改善策をめぐる一連の議論の進捗状況は，随時研究科委員会に報告され，全教員が慎重に議論を

重ねてよりよい方策を練り上げた結果実現したものである。平成 21 年度から本格的に新方式のシンポ

ジウムを前期・後期とも導入し，その定着を図った。 

これにより，自分の専門以外の教員や院生に自分の発表をわかりやすく提示する努力が必要とされる

ため，院生はこれまで以上に緊張感をもってシンポジウムに臨むこととなり，プレゼンテーションの能

力向上にもつながった。さらには，院生ひとりひとりの研究意欲を高めることとなった。 



 
整理番号 ４４-２-４ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 人文科学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 学生や社会からの要請への対応 

 

本研究科では，授業改善アンケート，修了生アンケート等の分析結果等に基づき，研究科委員会，

執行部会議，情報管理分析室評価情報担当委員の緊密な連携の下，教育内容改善の PDCA サイクルを構

築し，学生や社会からの要請を踏まえた改善に努めている。平成 20年度以降に実施した主な改善事例

は以下のとおりである。 

・ 平成 20 年度後期に試行的に実施した大学院シンポジウムを，平成 21年度に定着させ，前期と後期

の２回本格的に実施して軌道に乗せた。シンポジウムには全教員，全院生が参加して厳格な審査基準

に則った領域横断型の審査制に基づきそれぞれの発表を評価し，優秀な発表に対して，研究発表優秀

賞を授与した。自分の専門以外の教員や院生に自分の発表をわかりやすく提示する努力が必要とされ

るため，院生はこれまで以上に緊張感をもってシンポジウムに臨むこととなり，プレゼンテーション

の能力向上にもつながった。さらには，院生ひとりひとりの研究意欲を高めることとなった。 

・ 平成 21 年度に修学環境整備費として各分野に特別図書整備費を配分してその改善を図った（総額

約 2,000 万円）。これにより，参考図書・文献資料等の不足に対応した。 

・ 平成 21 年度に講義棟１階部分を大々的に改築して「人文ホール」を設けた（総額約 5,000 万円）。

これにより，多くの学生・院生がこのホールを，自習，談話，休憩といった様々な用途に自由に使用

するとともに，研究会や発表会などにも有効に活用されている。 

・ 平成 21 年度に院生室２室に空調設備を備えつけ，修学環境の整備を図った。 



 
整理番号 ４４-２-５ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 人文科学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例１ 「修士論文優秀賞の創設」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

平成 17 年度に創設した修士論文優秀賞について，平成 20 年度は４本，平成 21 年度は２本の論文を

優秀賞に選考し，表彰した。従来は指導教員と関連領域の教員が専ら各院生の研究内容を把握するのみ

であったが，各院生の研究テーマや研究内容が広く周知される結果となり，研究科全体の教育力の強

化・活性化の機運が高まることにより研究科構成員すべての意識改革をもたらした。 

また，その意識改革の効果は，平成 20 年度後期からの大学院シンポジウムの改善にもつながった。

改善した大学院シンポジウムでは，原則として全教員，全院生がシンポジウムに参加することにより，

人文科学の広範囲にわたる学問領域を総合的な視点からとらえ，さまざまな視座からそれぞれの院生の

研究発表に対し学際的，領域横断的な審査・アドバイス・討論等がより活発になされるようになり，同

シンポジウムが活性化した。 

年２回行われるこのシンポジウムの発表を足がかりとして，その反省点と有益なアドバイスを修士論

文執筆に着実に生かせるシステムが実質的に構築されたといえる。 
 



 

整理番号 ４４-３-６ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 教育学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅲ 教育方法 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

平成 20 年度から，「教職実践

演習」の開設に向け，企画立案

するための WGが中心となり「教

職実践演習」のカリキュラムの

充実及び各教員の指導方法の向

上のため，外部からの講師を招

聘して連続学習会を開催するな

ど，教職員の FDに資する活動を

行った。また，教職に求められ

る資質・能力あるいは力量など

に関して，長野県教育委員会や

長野市教育委員会，附属学校園

の副校園長等との協議を重ねた。

その結果，「教職実践演習」につ

いて，「教育臨床入門」，「教育臨

床基礎」，「教育臨床演習」，「地

域教育演習」，「基礎教育実習」，

の授業内容の体系化と精選を行

った上で，平成 22年度に開設することを決定した（資料－教育－１）。 

さらに本学部では，平成 21 年度に学生の授業理解度や学習到達度の向上を目的としてベストティー

チャー賞を創設した。ベストティーチャー賞の選定に当たっては，同賞申請者の授業を授業参観による

ピアレビューとして全教員に向けて公開するとともに，学生の授業改善アンケート結果を加味して受賞

者を決定した。また，受賞者発表時に，その受賞者の授業や指導法の優れている点を全教員に周知する

ことにより，模擬授業の手法を用いて従前の講義型の授業方法を学生参加型に改善するなど，学習指導

法の工夫が図られた。 

加えて，科学技術振興機構（JST）の事業の１つである「理系教員（コア・サイエンス・ティーチャ

ー）養成拠点構築事業」に採択され「理科の伝道師としての専門性と実践力を支援する教員養成プログ

ラム」を長野県教育委員会，全学教育機構教職教育部及び理学部と協力して取り組んだ。 

本プログラムは，大きく２つのコースがあり１つは，現職の教職員を対象とした「教員の質の向上」

を目指すコース，もう１つは学生を対象とした「教員を目指す学生の教育・指導にかかわる質を確保す

る」コースである。後者は，現在ある教職課程の授業とは別に養成プログラムを設け,低年次で物理・

化学・生物・地学に関わる基礎的・基本的知識・技能が生活にどのように結びつき,どのように活かせ

るのかを学び，高年次では,個別指導による学生各自の実態に即し必要な領域や内容の講座を受講する

ことで教育・指導にかかわる質を確保するものである。本事業は，「青少年の理科離れの対策は教員の

力量向上から」として新聞（信濃毎日新聞朝刊 H22.3.14）にも大きく取り上げられた。 

資料－教育－１：臨床経験科目の体系

（出典：教育学部）



 
整理番号 ４４-３-７ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 教育学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生が身につけた学力や資質・能力 

 

本学部では，「臨床の知」の理念の下に「専門知／科学的な知・技術」を含めた４つの知の修得を目
指している（資料－教育－２）。 

 
これに基づき，例えば生涯スポーツ課程では，教

育を尊重する風土と豊かな自然の中で身体の領域
における「臨床の知」を携えた指導者，さらには高
齢者，障害者を含んだスポーツ・野外教育のニーズ
に対応できる指導者の養成を目指すこととしてい
る。このことを踏まえ，例えば，授業「冬季スポー
ツ論」においては，トレーニングの基本的な考え方
から始め，コーチと選手の間のコミュニケーション
を高めるためにはいかにあるべきかを説き，「冬季
スポーツ指導論」においては，各種トレーニングの
実践力を高めるための指導法を教授した。このよう
な教育指導の成果が，平成 22 年に開催されたバン
クーバー冬季五輪において開花した。本学部在学
生・出身者のバンクーバー冬季五輪での実績は資料
－教育－３のとおりである。 
 
 
 
資料－教育－３「バンクーバー冬季五輪における教育学部在学生・出身者の実績」 

競技名 競技者名等 成果 

女子スピードスケート 500m 小平奈緒（平成 20 年度卒） 12 位 

女子スピードスケート 1000m 小平奈緒（平成 20 年度卒） ５位入賞 

女子スピードスケート 1500m 小平奈緒（平成 20 年度卒） ５位入賞 

女子スピードスケートチームパシュート 小平奈緒（平成 20 年度卒） 銀メダル 

女子リュージュ１人乗り 原田窓香（４年次在学中） 26 位 

男子リュージュ１人乗り 小口貴久（平成 12 年度卒，平成 15 年

度教育学研究科修了） 
30 位 

（出典：教育学部） 

資料－教育－２： 

「臨床の知」と教員養成カリキュラムの関係模式図

（出典：教育学部 Web サイトより抜粋） 



 
整理番号 ４４-３-８ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 教育学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 卒業（修了）後の進路の状況 

平成 20 年３月卒業者大学別就職状況において，本学部の教員就職率は 62.6％（全国平均 56.7％）で
あり，全国９位であった。平成 21 年３月卒業者の同状況は 63.7％（全国平均 56.6％)（前年度比 1.1
ポイント増加）であり，教員の需要が低下している状況にありながら，全国７位に上がった（出典：文
部科学省 Web サイト「国立の教員養成大学・学部（教員養成課程）の平成 20，21 年３月卒業者の就職
状況について」）。 

教員就職率が高い大学は大都市圏及びそれに隣接する地域に所在するという特徴があるが，本学部に
おいては，長野県以外の他県の教員採用ガイダンスの随時開催，教員採用模擬試験の実施，大学推薦の
教員採用制度への応募の積極的奨励などを図り，学生に対する進路・就職支援の充実に取り組んだこと
が，結果として当該就職率に現れている。 
 

○顕著な変化のあった観点名 関係者からの評価 

平成 21 年 11 月に長野県内小中学校長及び特別支援学校長を対象とした調査「教員養成に関するアン
ケート」を実施した（対象学校 610 校，回答率 61％）。このアンケートの中で本学部・本研究科を卒業・
修了後５年以内のアンケート対象機関所属教員において，「教科の指導」，「専門教科等の知識・技能」，
「使命感や責任感，教育的愛情」，「社会性や対人関係能力」，「児童・生徒理解」が【身についているか】
を尋ねたところ，これらの項目について「十分身についている」及び「身についている」の回答が 70％
から 80％前後であった。本学部の教育により専門教科の教育力だけでなく使命感，責任感，対人関係能
力などについても関係者から高い評価を得ている（資料－教育－４）。 

 

資料－教育－４：信大教育学部・教育学研究科出身教員（５年目まで）が身につけている具体的な力 

 
（出典：信州大学教育学部・教育学研究科と教員養成に関するアンケート集計結果(平成 21年 11 月実施)） 

十分身についている 
身についている 

あまり身についていない 
全く身についていない 



 

整理番号 ４４-４-９ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 教育学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 

 

長野県義務教育諸学校教員を対象としたニーズ調査，在学生・修了生の満足度調査等の結果（以下，
調査等結果）を踏まえ，大学院問題検討委員会等を中心とした体制により，平成19年度文部科学省専門
職大学院等教育推進プログラムに採択された「問題志向のコースワーク設計による人材育成－実践と研
究の一体化による特別支援学校教員対象の大学院プログラム－」に基づき，「夜間主コース」の設置に
向けた取組の一環として，学校教育専修（障害児教育学分野）において平成20年度から現職教員を対象
とした「夜間開講」を実施した。 

本プロジェクトの特徴は，夜間開講である点，双方向のテレビ会議システムを用いた遠隔授業である
点であり，教員に現職のまま高度専門職としての知見・能力を得る機会を提供するものである。２年間
のコースで長野キャンパスと４箇所の県立特別支援学校で開講し，平成20年度は19名，平成21年度は21
名が受講し，当初予想（10名）を大きく上回った。 

夜間開講受講者へのアンケート調査結果（自由記述）は，資料－教育院－１のとおり，良好な評価を
得た。 

 
資料－教育院－１：夜間開講受講者へのアンケート調査結果（自由記述） 

(平成20，21年度受講者40名中28名回答) 
評価内容 同様意見の件数 

事前アンケートにより受講者の都合を調整したので参加しやすかった ５ 

５科目の設定や19時からの開講がよかった 10 

職場で開講されたため移動不要で助かった ３ 

現場の実態や最先端の事象を含めた授業により有意義に受講できた ７ 

遠隔での受講生同士の討論が効果的である ４ 

（出典：夜間大学院授業整備プロジェクト「夜間大学院授業についての御意見」アンケート） 
 
また，調査等結果を踏まえ，このプロジェクトにおいて，障害児教育学，教育哲学及び法律学の各領

域を担当する教員によるチーム・ティーチング方式での「ケースメソッド」を取り入れた授業を実施し
た。平成 21 年度に実施した受講者 19 名に対する授業評価アンケートにおいて，15 名の回答者があり，
「学校の問題解決において有効であったか」の質問に対し，全員が「有効」と回答し，「教員として興
味の持てるコンテンツが用意されたか」の質問に対し，全員が「用意された」と回答するなど，良好な
評価を得ていることを確認した。 

上記の他，組織的な大学院教育改革推進プログラム（大学院 GP）の取組の一環として，平成 21 年度
には 13 回の連続学習会及び４回のフォーラム（うち１回は国際フォーラム）を開催し，「授業研究アリ
ーナ」によるチーム指導体制についてその成果と課題を共有し，学生の教育方法の改善を推進している。
このことは，教員の資質向上のために教員養成系大学・学部が大学院レベルで貢献する方策として，先
駆的な指導体制であり，他大学からも注目され，平成 20 年度以降４件の視察を受け入れている。 
 



 

整理番号 ４４-４-１０ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 教育学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅲ 教育方法 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 主体的な学習を促す取組 

 

教育学部・本研究科が毎年度発行する『信州大学教育学部研究論集』について，平成 21 年度に査読

制を導入した。また，研究科長賞を受賞した学生論文は，査読を経てこの研究論集に掲載することにし

た。研究論集は，冊子のほか，電子媒体（CD-ROM，Web サイトなど）で公表しているため，学業の成果

を広く発信することができ，主体的な学習を促すこととなった。 

平成 20 年度研究科長賞を受賞した修士論文を平成 21 年度発行の研究論集に掲載した。平成 21 年度

に受賞した修士論文は平成 22年度中の掲載に向けて準備中である。 

また，平成 21 年 11 月に大学院 GP国際フォーラム 2009「大学院における新しい教師教育の挑戦－専

門分野を超えて協働する“授業研究アリーナ”」を国内外からの研究者を招聘して開催した。海外の先

進的な実践に学び，国際的な視野で大学院での教師力育成のあり方を考えることを目的としてパネルデ

ィスカッション，ワークショップなどを行い，参加した院生は他の参加者と共に「教育」や「学び」に

ついて改めて問い直す機会を得た。 



 

整理番号 ４４-４-１１ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 教育学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生が身に付けた学力や資質・能力 

 

本研究科は，学部教育の理念としての「臨床の知」をより深化させ，科学技術の著しい進歩，また国

際化や情報化等，急速な社会変化に対応できる高度な専門性と実践的な指導力を兼ね備えた教員の養成

を目的としており，各専修において，指導教員の下に院生の研究指導を行っている。 

特に，数学教育専修では，国際的なレベルにある研究を他機関の研究者等とともに推進し，その研究

プロセスに院生が関与できる環境を作り上げてきた。また，院生が数学教育に関連する国際会議

（International Congress on Mathematical Education，International Group for the Psychology of 

Mathematics Education）に参加することを支援してきた。こうした取組の結果，我が国の数学教育関

連学会として最大規模の日本数学教育学会において，院生による優秀な論文発表者若干名に授与される

研究奨励賞を，平成 19年度に１年次生が受賞したのに続いて，平成 21 年度には２年次生が「不確実性

領域における説明の特徴に関する研究－Toulmin(1958)の枠組みを用いて－」と題する学術論文により

受賞している。このことから，本研究科における研究指導の成果が，院生に着実に身についていると言

える。 

 



 

整理番号 ４４-５-１２ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 経済学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 

 

平成 20 年度から，毎学期の全ての開講専門科目の成績分布を教授会で報告し，意見交換することに

より，成績評価の適正さ及び厳格さを相互チェックする体制を整え，学期ごとにこの取組を実施してい

る。併せて，成績評価が適正になされるように，成績評価の基準について審議を重ね，成績評価に関す

るガイドライン（資料－経済－１）を設定した。平成 20 年度から，専門演習を除いたすべての開講科

目についてこのガイドラインに沿った厳格な成績評価が実施された。 

 

資料－経済－１：成績評価に関するガイドライン（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：経済学部） 

 

シラバス，講義内容，成績評価基準，成績分布を教育改善に向けて有機的総合的に検証できるよう，

シラバスの改善を主宰する「卒試シラバス委員会」，単位認定成績評価の厳正性を担保する「学生委員

会」，教員の FD活動を主宰・指導する「FD 委員会」の３つの委員会のそれぞれの組織的連携を強化した。 

さらに，平成 19 年度に導入した「学生の学習目標と達成度自己評価カード」について，平成 20年度

には成績判定の５段階評価実施に伴う修正を加え，学生が，これに基づき自主的に学習計画を立て，そ

の達成度を担当教員が定期的に評価し，学習指導に当てる取組を実施した。 

成績評価の方法等について 

原則として，現行の成績評価の基準（下記「（参考）」参照）にもとづき評価する。ただし，受講者がおおむね 50 人を超える場

合，「（参考）」における「相対評価の観点」として，「可」以上の合格基準を満たす受講者について，下記の分布制限法を加味し

て評価することとする。 

秀：10％（±５）  優：20％（±10）  （良：特に設けない。）  （可：特に設けない。） 

 

なお，「新入生ゼミナールⅠ」「編入生特別演習（経済学科）」および「編入生特別演習（経済システム法学科）」については，

これら科目の設置目的，開講方法，授業内容等に鑑み，きわめて厳正なる評価の結果として「秀」を付与する場合，「可」以上

の合格基準を満たす受講者の 10％を上限とする。 

 

（参考） 

「５段階の成績評価の基準は，成績を 100 点満点に換算して，90-100 点が秀（S），80-89 点が優（A），70-79 点が良（B），

60-60 点が可（C），59 点以下が不可（D）となります。 

ただし，受講者数が多い科目では，実施した期末試験等の難易度を考慮して，かつまた相対評価の観点も加えて，上記の

得点区分と成績評価の対応を調整して成績評価を行う場合があります。 

（『2008 年度（平成 20 年度）学生便覧』２ページ） 



 

整理番号 ４４-５-１３ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 経済学部 

 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅲ 教育方法 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

 

平成 18 年度に導入した卒業試験（卒業に必要な単位の取得に加えて，卒業試験に合格することが卒

業の要件となっている。（信州大学経済学部規程第５条第２項））について，平成 20 年度以降，卒業要

件の厳格化に資するとともに，試験問題を公開することによって，在学生が１年次から４年間で身につ

けるべき共通的な知識を認識した上で，計画的な学習行動をとることが可能になった。試験問題は，国

家公務員試験，各種資格試験を参考に作成されることから，卒業試験の実施は，教育内容の標準化，客

観化につながり，学生は全国レベルの学力水準を意識した学習を進めることができるようになった。 

また，学生は，４年次に，これまでの学習内容を再確認し基礎的な知識を整理し，体系的に理解を深

めることができるようになった。 

このような取組によって，学生は卒業論文の作成において，研究テーマを幅広い観点から，体系的に

位置付け，多角的で，より高度に掘り下げるようになった。 

 



 

整理番号 ４４-６-１４ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 経済・社会政策科学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生や社会からの要請への対応 

 

【グリーン MOT ジョイント・ディグリープログラムの創設】 
中央教育審議会『新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構築に向けて－答申』（平成

17 年９月５日）には，「近年の学問分野の学際化，融合化や，幅広い知識と柔軟な思考能力を持つ人材
など社会において求められる人材の多様な要請などに対応する手段として，主専攻分野以外の分野の授
業科目を体系的に履修させる主専攻・副専攻制や，一定期間において複数の学位を取得できる履修形態
であるジョイント・ディグリーは有効な方策であり，各大学の自主的な検討に基づき，積極的な導入が
期待される。」と記載されている。 

こうした社会からの要請を受けて，平成 20 年度に，経済・社会政策科学研究科イノベーション・マ
ネジメント専攻は，総合工学系研究科と協力し，ダブルディグリー制度「グリーン MOT ジョイント・デ
ィグリープログラム」を創設した。 

企業経験の乏しい，現役の理工学系の院生にとって，経営学の分野で，社会科学の成果と研究手法を
学ぶことは，企業や組織で経営の中枢に参画する上で，魅力的なキャリア形成の過程の一つであり，こ
のプログラムはこのような学生の潜在的需要に応えるものとなっている。平成 21 年度には，２名の院
生がこのプログラムに参加して学んでいる。 

 
【「双方向ワークショップ型地域作り社会人教育」の実施】 
平成 19 年度文部科学省大学院教育改革支援プログラムに採択された，本研究科の教育プログラム「双

方向ワークショップ型地域作り社会人教育」は，地域づくりのための人材養成を目的とした社会人大学
院（地域イニシアティブ・コース）において，「地域からの大学院生」，「地域に戻った修了生」，「教員」
が中心となって，自治体職員，地域作りに主体的に係わる団体・人材との交流事業やワークショップ型
の講義を行うとともに，院生の研究成果を公表・発表することで，教育内容の深化と地域貢献を目標と
するものである。 

本プログラム実施の一環として，平成 20 年度は，信大地域フォーラム（本研究科の修了生で構成さ
れる地域づくり実践・研究の集団）との共催で，「地域づくりラウンド・テーブル 2009 高齢者等が孤
立することなく暮らせる地域社会システムを構築するために」（参加者 41名）を開催した。 

また，平成 21年度は，公開シンポジウム「地産地消の見地から『食べるとつくるが今出会う』（参加
者 67 名）を開催し，院生・修了生・市民と，地域づくりを目指した実践的な議論を展開することによ
り，研究成果を地域社会に還元した。 

このような取組により，学生や社会からの要請に応えている。 



 

整理番号 ４４-６-１５ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 経済・社会政策科学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学業の成果に関する学生の評価 

 

地域づくりのための人材養成を目的とした社会人大学院（地域イニシアティブ・コース）では，修了

生が自ら本専攻を地域づくり実践の拠点として継続的に活用している。このことは，本研究科における

研究教育活動に対する信頼の高さを表している。 

具体的には，院生の多くは，修了後も，本専攻を拠点・媒介として，ネットワークを形成し，継続的・

実践的に地域づくりに参加している。 

また，平成 19 年度文部科学省大学院教育改革支援プログラムに採択された，本研究科の教育プログ

ラム「双方向ワークショップ型地域作り社会人教育」では，平成 20 年度以降，修了生の多くが，地域

の現実の課題と解決方法を考察研究するセッション「地域づくりラウンド・テーブル」及び公開シンポ

ジウムに参加するなど，専攻の実践的な人材育成プログラムに対して修了生と院生，教員が協働的な活

動を継続している。 

平成 19 年度に院生及び修了生を対象として，本教育プログラムに関するアンケート調査を実施し，

平成 20 年度に集計・分析を行った。その結果，専攻のテーマである地域づくりの実践的な人材養成に

ついては高い評価が得られた（資料－経済院－１）。 

 

資料－経済院－１：アンケート調査の内容と集計結果（抜粋） 
【問５】あなたが，本コースに入学志願を決めたのは，次のいずれの理由によりますか。最大３つまでに○をつけてください。 

１ 本コースがテーマとする地域づくりに関心があった 17 25％ 

２ 本コースが提供するさまざまな専門的科目群に興味をもった ４ ６％ 

３ 夜間・土曜日開講など，社会人の勤務を考慮した運営がよかった 14 21％ 

４ 修士学位が取得できるところがよかった 11 16％ 

５ 少人数による参加型講義・演習がよかった ２ ３％ 

６ 大学教員や他の院生を含めた人々との出会いに興味をもった ８ 12％ 

７ 授業料等の経済的条件が合致した ０ ０％ 

８ 長期履修制度や就学助成制度など，履修への配慮がよかった ４ ６％ 

９ 地理的な条件（立地や環境）がよかった ７ 10％ 

10 その他（具体的に ） →具体例は省略 １ １％ 

 

【問６】あなたの進学理由（問３）及び本コースへの志願理由（問５）に照らして，本コースへ入学されたことに，あなたご自身は満足されています

か。いずれか１つに○をつけてください。 

１ 満足している 18 72％ 

２ どちらかといえば満足している ６ 24％ 

３ どちらかといえば満足していない ０ ０％ 

４ 満足していない １ ４％ 

（出典：「双方向ワークショップ型地域作り社会人教育」最終報告書 154 ページ抜粋） 



 

整理番号 ４４-６-１６ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 経済・社会政策科学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 卒業(修了)後の進路の状況 

 
本研究科は，平成元年度，「政策」をキーワードに社会人教育を主眼として創設された，社会科学系・

社会人大学院の草分け的存在である。平成 15 年度には，地域特有の諸課題を自ら発見し，その解決に

主体的に取り組む人材の育成を主目的として，地域社会イニシアティブ・コースが新設された。以来，

自治体職員，医療・福祉法人・NPO 等の専門職員などのリカレント教育を通じて，地域づくりのための

人材を輩出してきた。院生の多くは在職者でありながら，地域に抱えるさまざまな問題を解決すること

を研究テーマに大学院に入学してきた人達である。これらの人達のほとんどは，修了後も，入学前と同

じ仕事に従事しながら，地域づくりを実践しつつ，同時に調査研究活動を継続することを望んでいる。 

平成 20，21 年度の顕著な成果は，修了生による地域づくり実践・研究集団「信大地域フォーラム」

の創設と研究交流誌『フィールド』の発刊（平成 19 年９月第１号，20年９月第２号，22 年３月第３号）

である。 

これらは，本研究科の大学院教育改革支援プログラム「双方向ワークショップ型地域作り社会人教育」

の支援に基づく成果でもある。このプログラムに基づく支援により，院生の多くは，修了後も，本専攻

を拠点・媒介として，ネットワークを形成し，地域づくりに参加している。 
このように，修了生と院生，教員が協働的な活動を実施することにより，修了生の研究活動・地域づ

くり実践活動が活性化し，本研究科における教育研究活動に修了生が参加することを通じて本研究科に

貢献している。 
 



 

整理番号 ４４-７-１７ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 理学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 基本的組織の編成 

 

平成 19 年６月に締結した茨城大学，埼玉大学，静岡大学，富山大学及び本学の５大学間教育連携協

定に基づく事業の一環として，平成21年３月には学生交流と教育内容の充実を図ることを目的とした，

「５大学との間における単位互換に関する協定書」を締結した。その後，５大学理学部間において，教

育研究の活性化を図るための方策等について議論を重ね，学生が各大学の単位を互換取得できる体制を

整えた。 

単位互換授業科目の選定については，学生の多様な学習意欲に応えるため，それぞれの大学の特色あ

る授業を単位互換授業科目として取り上げた。本学からは，信州の立地条件を活かした北アルプスと上

高地のフィールド実習を織り込んだ授業並びに宇宙線観測の研究に関する授業などを単位互換授業科

目として選定した。他大学においてもそれぞれの大学の特色を活かした授業科目を整備した（資料－理

－１）。 

このことによって，海の無い信州でも他大学の海洋，海岸地域のフィールドワークを含んだ実習等を

受講することにより単位取得が可能となった。また，富士山・立山等の山岳地質・植生の実習を受講す

ることにより，本学の授業や実習で得た北アルプスの地質・植生等の知識と比較検討することも容易に

なった。 

 

資料－理－１：５大学単位互換授業科目 

地質調査演習Ⅰ（茨城大学） 事前学習後，大子研修所を利用した野外実習（２泊３日） 

生態学野外実習（茨城大学） 大子合宿研修所周辺における植生調査を含む野外実習（５泊６日） 

臨海実習（埼玉大学） 三崎臨海実験所を利用した臨海実習（２泊３日） 

生物科学野外実習Ⅰ（静岡大学） 富士山と伊豆半島天城山における植生地質調査（４泊５日） 

野外実習Ⅰ（富山大学） 事前学習/講義，登山（立山室堂）を含む野外実習（２泊３日） 

地質学巡検（富山大学） ガイドブックの作成・提出を経て，東北方面の巡検（１週間） 

量子力学特論Ⅳ（信州大学） 放射線計測実験，松代地下宇宙線観測所の見学を含めた実習（１泊２日）

野外調査法実習Ⅲ(信州大学） 長野県，上高地～蝶ヶ岳地域を対象とした野外実習（２泊３日） 

（出典：理学部） 



 

整理番号 ４４-７-１８ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 理学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 教育課程の編成 

平成 18 年度から，数理・自然情報科学科の１～３年次生を対象とした自主ゼミを奨励し，大学院生
を支援者として自主的学習の習慣をつける試みを開始した。この成果を基に，平成 19 年度からは「理
数学生応援プロジェクト」を立ち上げた。その取組の１つとして，大学院生及び４年次生のチューター
が下級生の数学や物理に関する学習相談に応じる場である「サイエンスラウンジ」等，主体的に学ぶ学
生の支援体制を整備してきた。 

その後，能動的な学習意欲を持つ学生に対する教育課程として，「低年次でのグループ又は個人で自
主的な学習を行う授業体制」，「中間年次には，より進んだ内容の実験を行える体制」，「高年次のゼミ参
加を可能とする体制」及び「早期に卒業研究を開始できる体制」を整備した。平成 21 年度には，この
ような取組を推進するためのプログラムが文部科学省平成21年度理数学生応援プロジェクト事業の「能
動的学習意欲を持つ理数学生の発掘と育成プログラム」として採択され，１年次生 223 名のうち 71 名
が同プログラムに参加した。 

同プログラムにおけるカリキュラムの特徴として，１年次における「新入生ゼミナール（特別クラス）」，
２年次における「基礎理学総説演習」（基礎理学版 Wikipedia の作成），３年次における「アドバンス演
習」「アドバンス実験」「アドバンス実習」などの設置があり，能動的かつ主体的な学習意欲のある学生
に，さまざまな学習機会を提供することによってさらに学習意欲を向上させることを目指している。な
お，サイエンスラウンジについては，平成 21 年度以降，週１回から週２回実施にし，本プログラムの
効果的な実施に資することとした。 

このプログラムの概念図は資料－理－２のとおりである。 
 

資料－理－２：能動的学習意欲を持つ理数学生の発掘と育成プログラム概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：理学部）



 

整理番号 ４４-７-１９ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 理学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生が身に付けた学力や資質・能力 

 

平成 19 年度より理学部内に理数系教員支援センター（教職相談室）を設置し，学部学生及び大学院

生の教職志望者への特別指導を開始した。平成20年度からは支援コーディネーター及び相談員として，

高等学校の元校長を配置し，平成 20 年度は週１日，平成 21年度は週２日，教職志望者への教職ガイダ

ンスや個別面談を行った。教職ガイダンスでは，学生に教員としての専門的な知識・技能，使命感や責

任感等を身に付け，教員の職務を支障なく実践できる資質能力を養い，個別面談では，教員採用試験の

ための小論文指導や模擬授業の指導等を行い，採用試験合格へ向けた指導も行った。 

また，平成 21年度には科学技術振興機構（JST）の事業の１つである「理系教員（コア・サイエンス・

ティーチャー）養成拠点構築事業」に採択され，「理科の伝道師としての専門性と実践力を支援する教

員養成プログラム」を長野県教育委員会，全学教育機構教職教育部及び教育学部と協力して取り組んだ。 

本プログラムは，大きく２つのコースがあり，１つは現職の教職員を対象とした「教員の質の向上」

を目指すコース，もう１つは学生を対象とした「教員を目指す学生の教育・指導にかかわる質を確保す

る」コースである。後者は，現在ある教職課程の授業とは別に養成プログラムを設け,低年次で物理・

化学・生物・地学に関わる基礎的・基本的知識・技能が生活にどのように結びつき,どのように活かせ

るのかを学び，高年次では,個別指導による学生各自の実態に即し必要な領域や内容の講座を受講する

ことで教育・指導にかかわる質を確保するものである。本事業は，「青少年の理科離れの対策は教員の

力量向上から」として新聞（信濃毎日新聞朝刊 H22.3.14）にも大きく取り上げられた。 

上記の取組の結果，平成 20，21 年度の教員採用試験受験者数，合格者数，合格率は，資料－理－３

のとおり，対 19 年度比でそれぞれ 1.5 倍，1.6 倍（受験者数），2.5 倍，3.0 倍（合格者数），1.7 倍，

1.9 倍（合格率）となった。教員を志望する学生が例年一定数存在していることから，学生の進路に応

じた学力が向上していると判断することができる。 

 

資料－理－３：教員採用試験合格者数の推移（中学・高等学校の合計値） 

年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

教員免許状取得者数（人） 64 65 68 

採用試験受験者数（人） 13 19 21 

採用試験合格者数（人） 2 5 6 

合格率（％） 15 26 29 

（出典：全学教育機構教職教育部及び理学部） 



 

整理番号 ４４-７-２０ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 理学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例１ 「留学生の増加」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

理学部の教育目的である「信州の優れた自然と教育の基盤を生かして，留学生を積極的に受け入れ，

世界に開かれた信州の国際交流の中核としての役割を果たす。」を目指す取組として，留学生の受け入

れ体制を積極的に設けている。本学部では，受け入れ留学生一人一人に日本人学生をチューターとして

配置し，さらに，平成 21 年度には中国籍の外国人教員を留学生担当として充て，留学生の学生生活，

学習相談にきめ細やかな対応を図った。なお，このことは同時に，日本人チューター学生の語学力向上

にも役立っている。本学部の平成19年度から平成21年度までの留学生の割合はそれぞれ1.1％，1.0％，

0.9％であり，全国平均の 0.8％，0.6％，0.6％（出典：大学情報データベース）を超えており，平成

19 年度以降高い水準を維持している。 

 

資料－理－４：理学部に在籍する留学生数 

 

 

 

（出典：理学部） 

 

また，海外からの質の高い留学生を得るために，平成 21 年度には，英語版の理学部 Web サイトを作

成した。Web サイトの中では留学生の声を掲載し，学生募集のための工夫を図った。 

さらに，海外の教育・研究機関との人材交流，研究交流を発展させるために，駐日インドネシア大使

館からの要望に応じて，平成 21 年度にはインドネシア・アンダラス大学から４名の学生を海外のイン

ターンシップ研修生として受け入れた。理学部での半年間の研修期間において，留学生たちはナノテク

ノロジーや環境計測などの研究課題に取り組み，研究成果はインドネシア国内で発表され，関係者から

高い評価を得ている。 

年度 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

人数(人) 4  5  6  11  10  9  

割合(％) 0.4 0.5 0.6 1.1 1.0 0.9 



 

整理番号 ４４-７-２１ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 理学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例２ 「教育実施体制の充実」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 
理学部の教育目的である「自然界の多種多様な現象に常に知的好奇心と探求心を抱く人材を育てる。」

を目指す取組として，シラバスの充実，ピア・レビューの実施，「理数学生応援プロジェクト」の実施，
留学生への日本人学生のチューター制度導入など，学生の自立，学習への支援を行っている。 

 
平成 19 年６月に締結した茨城大学，埼玉大学，静岡大学，富山大学及び本学の５大学間教育連携協

定に基づく事業の一環として，平成21年３月には学生交流と教育内容の充実を図ることを目的とした，
「５大学との間における単位互換に関する協定書」を締結した。その後，５大学理学部間において，教
育研究の活性化を図るための方策等について議論を重ね，学生が各大学の単位を互換取得できる体制を
整えた。単位互換授業科目の選定については，学生の多様な学習意欲に応えるため，それぞれの大学の
特色ある授業を単位互換授業科目として取り上げた。本学からは，信州の立地条件を活かした北アルプ
スと上高地のフィールド実習を織り込んだ授業並びに宇宙線観測の研究に関する授業などを単位互換
授業科目として選定した。他大学においてもそれぞれの大学の特色を活かした授業科目を整備した。こ
のことによって，海の無い信州でも他大学の海洋，海岸地域のフィールドワークを含んだ実習等を受講
することが可能となった。また，富士山・立山等の山岳地質・植生の実習を受講することにより，本学
の授業や実習で得た北アルプスの地質・植生等の知識と比較検討することも容易になった。 

 
平成 21 年度には，文部科学省「理数学生応援プロジェクト事業」に本学の「能動的学習意欲を持つ

理数学生の発掘と育成プログラム」が採択された。このプログラムは「理科や数学が大好きな理数学生
の能力は入学後の能動的意欲があれば大幅に学力を伸ばすことができる。」という見地に立ち，理数分
野に意欲的で優れた能力をもつ学生を応援し,その潜在的な能力をより一層伸ばしていくものである。
１年次においては，新入生ゼミナール特別クラスを設置して，グループ学習等を通じて自らの疑問点を
発掘し，話し合いながら疑問点を自主的に解決していく能力の向上，基礎理学版 Wikipedia の作成を通
じた知識の整理，文章表現力の向上，発想力（知識の連鎖）の鍛錬，情報検索力の上達などの能力を身
につける体制を整備した。中間年次においては，より進んだ内容の実験・授業やゼミ形式の授業への参
加を可能とし，学会参加への支援を行うとともに，３年次から卒業研究に着手することも可能とした。
平成 21 年度は，１年次生 223 名のうち 71名がこのプログラムに参加した。学習意欲のある学生が主体
的に学ぶ機会を得ることによってさらに学習意欲を向上させ，また，他の学生にも好影響を与えている
（資料－理－５）。 
 

資料－理－５：能動的学習意欲を持つ理数学生の発掘と育成プログラム参加者の感想 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：能動的学習意欲を持つ理数学生の発掘と育成プログラムポートフォリオより抜粋） 

 “恐竜から鳥類が発生した”という概念への疑問，竜脚

類はなぜ草食なのにもかかわらず巨大な体を作れたの

か，ティラノサウルスの前肢の必要性他…ノートいっぱ

いの疑問がでてきた。・・・中略・・・私がどれだけ恐

竜を好きなのかということを，再確認させるものであっ

た。過去のことは実験不可のため，考察も仮説にすぎな

い。それでも，これからも知り得ない真実を知りたいと，

そこに情熱を注ぐ研究者がいるから，私もその人たちに

並んで研究したいと思った。 

（新入生ゼミ参加 1年次生）

・内容は，修士・博士課程向けと難しいものでしたが，

今まで学んできたところと重複するところもあり，全

く理解できないということはありませんでした。専門

が異なっているので，同じ講演を聴いても疑問に思っ

たり興味を抱いたりする部分が違っており，そのよう

な意見が大変目新しく感じました。 
（学会参加 3 年次生）

・さまざまな研究が行われている事を知ることができ，

可能性をより広げることができた。 
(学会参加 3 年次生）



 

整理番号 ４４-８-２２ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 
分析項目Ⅰ 教育の実施体制 
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 基本的組織の編成 

 
医学科 
医学科の学生定員の増員：平成 20 年度は入学定員を 95人から 105 人に 10人増員，平成 21年度は 105

人から 110 人に５人増員した。さらに平成 22年度は，110 人から 113 人に３人増員させることを決定し
た。またこれに伴い，長野県の地域医療に携わる医師を育成するために平成 17 年度から実施してきた
「県内枠推薦入試」の募集枠を見直し，平成 22 年度は 10 人から 13 人へ増加させることとした。これ
らの措置によって，「全国的な医師不足」や「地域医療の疲弊」の解消に大きく貢献することが期待さ
れる。 
 
地域医療推進学講座（寄附講座）の新設：平成 21 年度に，長野県の寄付により本講座を新設し，新

たに准教授１名，助教１名を配置した。本講座では，地域医療に関する諸問題を把握・分析し，特に相
対的医師不足の解決策を提案することを目指している。これは地域医療の疲弊に対する高等教育機関
（信州大学）と地方公共団体（長野県）との共同対応策の一環である。 
 
神経難病学講座（寄附講座）の設置の決定：本学部附属病院に長野県難病相談・支援センターを開設

し，難病患者の訪問診療を行ってきた実績から，平成 21 年度に長野県から難病拠点病院の指定を受け
た。長野県に多い家族性の脊髄小脳変性症及び筋萎縮側索硬化症等の神経難病の分子遺伝学的及び分子
病理学的解析と，それに基づいた教育を行うことを目的に，平成 22 年度から本講座を新設し，新たに
教授２名を配置することを決定した。 
 
人工聴覚器学講座（寄附研究部門）の新設の決定：平成 21 年度に，国外企業メドエル・エレクトロ

メディツィニッシェ・ゲレーテ・ゲーエムベーハー社の寄附により平成 22 年度から本講座を研究部門
として本学部附属病院に新設し，新たに教授１名を配置することを決定した。本講座では，人工聴覚器
に関連する基礎的研究，臨床的研究と，それに基づいた教育を行う。 
 
医学教育学講座（寄附講座）の新設の決定：平成 21 年度に，長野県厚生農業協同組合連合会の寄附

により平成 22 年度から本講座を新設し，新たに准教授１名を配置することを決定した。これにより，
医学教育の更なる充実を図ることとした。 
 
○顕著な変化のあった観点名 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 
 
医学科 
【副担任制度の導入】 
各学年を約７班にわけ，班ごとに担任教授が学生の指導を行ってきたが，学生の質問等に対してより

きめ細やかに対応するため，平成 21 年度より担任の教授と同講座の准教授または講師を副担任とする
制度を導入した。これにより，学生が講座の教員に指導を受け易い環境が整った。 

 
【教員の試験問題作成能力の向上】 
教員の試験問題作成能力が向上すれば，教員の学生に対する評価の質が向上し，ひいては教育の質の

向上につながる。この趣旨から，平成 21 年度より，学年毎の客観的学力試験である共通試験の正答率
と，識別指数を教員毎の散布図として全教員に返却し，教員自身の問題作成能力の向上に活用している。 



 

整理番号 ４４-８-２３ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 
○顕著な変化のあった観点名 教育課程の編成 
 
医学科 
【モデルコアカリキュラム改定（平成 19 年度）への対応】 
〔６年次生の選択臨床実習後に実施する Advanced OSCE（技能・態度のみならず臨床推論やプレゼン

テーション等の幅広い能力を評価する客観的臨床試験）の開始準備の完了〕 
平成 21 年度には，過去２年間の試行を踏まえて，評価方法を標準化したガイドラインを策定する

とともに，動画を入れた評価者用 DVD を作成し，各教員に配付した。これにより，Advanced OSCE の
評価システムが構築され，平成 22年度から実施可能となった。 
 
〔臨床腫瘍学の新設〕 
悪性腫瘍は，本邦成人の第一位の死亡原因であるにもかかわらず，腫瘍専門医は不足している。医

学科では，これまで腫瘍学は臓器別に講義を実施してきたが，学生の腫瘍への理解を体系化し，腫瘍
専門医療への理解と関心を高めることが必要である。そこで，平成 20 年度に，腫瘍の分野において，
疫学，発癌の分子機構，診断，治療，緩和ケアなどを統合的に学ぶ科目として「臨床腫瘍学」を新設
した。 
 
〔医療安全〕 
医療事故に係る情報の取り扱いを誤ると医療従事者を危機に陥れることがある。そこで４年次の

「臨床医学入門Ⅲ」では，これまで本学部附属病院看護部医療安全担当副部長とともに，医療訴訟に
詳しい弁護士による講義を行ってきた。さらに，新型インフルエンザの流行等に対応して，平成 20
年度からは，本学部附属病院感染対策室の教職員による感染対策の実習を開始した。 



 

整理番号 ４４-８-２４ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅲ 教育方法 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 
○顕著な変化のあった観点名 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 
 
医学科 
【自主研究演習の充実】 
３年次学生が１ヶ月間にわたり，自ら選んだ研究室に赴き，教員の指導の下，自主的に研究を計画・

実行する取組（自主研究演習）を行い，学生の自主学習能力の向上を目指している。平成 20 年度よ
り，学生が英語の原著論文を読んで内容を総説する論文演習を同演習と連動させ，研究テーマを自主
学習する機会とした。その結果，平成 21 年度には２名の学生論文が，査読のある「信州医誌」に掲
載された。 
【スキルズラボの充実】 
平成 20 年度には，シミュレータであるスキルズラボのリストと，それぞれのシミュレータの使用

方法を説明する動画を医学部の Web サイトに掲載し，学生がいつでも確認できるようにした。また，
気管切開シミュレータを設置し，スキルズラボを充実させた。 
【６年次の臨床総合試験への医学史，一般常識，医学英語の問題の導入】 
医師国家試験出題様式の変化に即時に対応し，平成 21 年度より医学史，一般常識，医学英語問題

を６年次の臨床総合試験に導入した。 
【医学英語の充実】 
平成 20 年度から，２年次生の医学英語の副教材として医学英語単語帳を新作した。同時に，その

発音の CD 教材を配付し，聞き取りとスペリングの試験点数を期末試験の一部に加算することを掲示
で学生に明示し，自主的な学習を促している。 
【臨床実習生への院内 PHS 電話の貸し出し】 
臨床医学の実習中に患者の容態が急変することはよくある。これまで，このような場合に学生に連

絡する手段がなく，学生は貴重な学習の機会を逸することが多かった。このため，平成 21年度より，
臨床実習をより効率的かつ機動的に行うために，５,６年次生全員へ院内 PHS 電話を貸し出すことに
より，学生との連絡体制を整えた。 
【旧来型 PBL から TBL への変換】 
PBL（Problem-Based Learning）は，学生の自主的な学習を促進するというメリットがあるものの，

学生の自由な発想に教員が介入しないことがかえってデメリットとなり，自主学習への取組が未成熟
な学生の顕在化が問題になってきていた。そこで平成 20 年度より，これらの問題点を解消すべく，
グループ学習にしっかりとした学習目標を設定して，それに向けてチームで学習させることができる
ように基礎医学（２年次）及び臨床医学（４年次）の PBLを TBL（Team-Based Learning）に改変した。 

保健学科 
【英語による講義の充実】 
理学療法学専攻で実施されてきたネイティブ教員による英語による専門講義に加え，平成 21 年度

には，学部生対象の講義の一環として２名のネイティブ・スピーカーによる英語による講義を実施し
た。各教授による講義の内容は，以下の通りである。 
１．Alan Tulloch 教授（オーストラリア Curtin University of Technology，看護学) 

看護学専攻（看護管理学：オーストラリアのヘルスケアシステムと病院における看護管理），
理学療法学専攻・作業療法学専攻・看護学専攻（３専攻合同講義：オーストラリアにおけるヘ
ルスケアシステム－テレメディシンの活用など） 

２．Donald A. Neumann 教授（米国 Marquette University，理学療法学） 
理学療法学専攻（運動療法学実習：股関節の臨床運動学） 



 

整理番号 ４４-８-２５ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学業の成果に関する学生の評価 

 

保健学科 

平成 18～21 年度にかけて実施した本学科卒業予定者（４年次生）に対する満足度調査では，専門教

育に対する「満足」及び「概ね満足」の割合が平成 19 年度の 82.8％から平成 21 年度の 94.9％まで向

上した（資料－医－１）。 

このことは，教育の質の維持・向上を図るために以下の対策をとってきた結果であると判断される。 

１）FD 講習会の開催。 

２）学生による授業評価の実施と結果の教員及び学生への公開。 

平成 20 年度には学生による学期途中の授業評価を実施し，その結果を速やかに教員及び学生に

公開するとともに，教員はこの結果を踏まえ授業改善に役立てた。 

３）教員相互の授業評価と結果の教員への公開。 

４）学外の臨床実習指導者との臨床実習指導者会議の開催と同会議での検討結果を踏まえた臨床実習

体制の改善。 

５）国家試験対策用の講義の開講。 

４年次生を対象に全専攻で国家試験対策用の講義を開講しており，平成 20 年度からは，その開

講時期を早めた。 

 

資料－医－１：保健学科卒業予定者による専門教育に対する満足度調査 

 

 

 

 

 

 

（出典：医学部） 

 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度

満足 6.8% 13.1% 25.5% 18.0%

概ね満足 74.5% 69.7% 70.8% 76.9%

やや不満足 15.3% 13.2% 2.8% 3.8%

不満足 3.4% 2.6% 0.9% 1.3%



 

整理番号 ４４-８-２６ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 関係者からの評価 

 

医学科 

平成 19 年度の初期臨床研修施設指導医による本学科卒業生に対するアンケートでは，「国際交流がで

きる外国語能力を有している。」に対する評価が低かった。そこで平成 21年度より，全学教育機構と協

力して，医学英語単語帳とその発音を記録した CD を新作し，２年次全学生に配布した。またこれに対

する試験を実施し，教育改革の効果を確認した。 

さらに，英語に関する授業において，Richard Walker 氏著の「HUMAN BODY（Eyewitness）」（CD）を

導入し，医学英語の向上に努めている。 

また，以下のような国際交流に対する取組により，学生が日常的に海外の学生と外国語による会話を

行う機会が増えた。 

１．平成 21 年度に研修生として，ウダナヤ大学の学生２名，ネパールカトマンズ医科大学の学生１

名をそれぞれ受け入れた。 

２．ミュンヘン医科大学との協定締結に基づく相互学生交流についての検討を開始するとともに，同

大学から学生１名を受け入れた。 

３．平成 21 年度に国際医学生連盟（IFMSA）の交換留学として，本学科生１名がルンド大学に留学し

た。 

４．臨床実習でドレスデン工科大学の学生１名，ミラノ大学の学生１名を受け入れた。 

 



 

整理番号 ４４-８-２７ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例１ 「医学教育センター及び地域医療人育成センターの設置と医学教育の充実を図る取組」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

医学科 

本中期目標期間に，本学科では社会からの多用なニーズに応えうる医療人を輩出するために，医学教

育センター及び地域医療人育成センターを設立し，卒前～卒後～生涯にわたって教育研究活動を支援す

る取組を行ってきた。平成 20 年度，平成 21 年度では，これに加えて以下の１つの寄附講座の開設と，

寄附研究部門を含む３つの寄附講座の開設の決定を行った。これにより，医学教育に従事する新たな教

員の配置が可能となり，医学教育の充実が図られるとともに，長野県の地域医療を発展させる基盤が構

築された。 

○ 地域医療推進学講座（寄附講座）の新設の決定 

平成 21 年度に，長野県の寄付により本講座を新設し，新たに准教授１名，助教１名を配置した。

本講座では，地域医療に関する諸問題を把握・分析し，特に相対的医師不足の解決策を提案すること

を目指している。 

○ 神経難病学講座（寄附講座）の新設の決定 

本学部附属病院に長野県難病相談・支援センターを開設し，難病患者の訪問診療を行ってきた実績

から，平成 21 年度に長野県から難病拠点病院の指定を受けた。長野県に多い家族性の脊髄小脳変性

症及び筋萎縮側索硬化症等の神経難病の分子遺伝学及び分子病理学的解析と，それに基づいた教育を

行うことを目的に，平成 22 年度から本講座を新設し，新たに教授２名を配置することを決定した。 

○ 人工聴覚器学講座（寄附研究部門）の新設の決定 

平成 21 年度に，国外企業メドエル・エレクトロメディツィニッシェ・ゲレーテ・ゲーエムベーハ

ー社の寄附により平成 22 年度から本講座を研究部門として本学部附属病院に新設し，新たに教授１

名を配置することを決定した。本講座では，人工聴覚器に関連する基礎的研究，臨床的研究と，それ

に基づいた教育を行う予定である。 

○ 医学教育学講座（寄附講座）の新設の決定 

平成 21 年度に，長野県厚生農業協同組合連合会の寄附により平成 22年度から本講座を新設し，新

たに准教授１名を配置することを決定した。 



 

整理番号 ４４-８-２８ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例２ 「FD および授業評価アンケートの導入による教育内容および方法の改善」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

保健学科 
平成 18～21 年度にかけて実施した本学科卒業予定者（４年次生）に対する満足度調査では，専門教

育に対する「満足」及び「概ね満足」の割合が平成 19 年度の 82.8％から平成 21 年度の 94.9％まで向
上した（資料－医－１）。 

このことは，次のような FD，授業評価アンケートの取組及びそれに基づく授業改善を図ってきた結果
であると判断される。 
○ 全教員を対象とした FD 講習会の開催。 

資料－医－２のとおり毎年度開催しており，平成 21 年度は講演に加え「自分たちの教育活動の場に
おける問題」を題材にグループワークを行った。 

 
（資料－医－２）平成 18年度以降における保健学科 FD講習会一覧 

（出典：医学部） 
○ 教員相互の授業評価と結果の教員への公開。 
 
○ 学期末に行われてきた学生による授業評価アンケートを，平成 20 年度には学期途中に実施し，そ

の結果を速やかに教員及び学生に公開し授業改善に役立てた。 
 
○ 平成 19 年度に実施した本学科卒業予定者による授業評価で国家試験対策が不十分との意見があっ

たことから，平成 20 年度からは，国家試験出題問題に関わる内容を取り入れた講義の早期開講を行
ってきた。 

 
○ 理学療法士・作業療法士の国家試験の変更に対応すべく，平成 21 年度から国家試験模擬試験の実

施回数を増やした。 
 

○ 臨床実習指導者会議による臨床実習の改善。 
学外の臨床実習指導者との会議を通じて，学内外の臨床実習の連携を図り，臨床実習の改善に努めて

きた。理学療法学専攻と作業療法学専攻では臨床実践能力を高めるために，平成 21 年度より３年次，
４年次における学外実習を６週間から７週間に延長した。 

実施年度 テーマ タスクフォース 

平成 18 年度 
クリニカルガバナンス －医療サ
ービス向上のために成長し続け
る組織づくり－ 

オーストラリアカーティン工科大学看護学部国際専
門教育センター長 パメラ・ロバーツ先生 

平成 19 年度 
大学院における教育・研究指導
について 

長崎大学医学部保健学科 千住秀明先生 

平成 20 年度 
これから求められる医療と医療
技術者教育 

千葉大学看護学部附属看護実践研究指導センター
和住淑子先生 

平成 21 年度 
医学部保健学科の FD について
考える 

信州大学全学教育機構 松岡幸司先生 



 

整理番号 ４４-８-２９ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例３ 「シラバス点検と客観試験の導入」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

多肢選択総合客観試験の導入に当たり，平成 19 年度に取り入れた「試験問題管理システム」では，

ネットワークを通じて，複数の教員が同時に試験問題を作成できるようにした。当初，このシステムで

は五肢択一問題を入力できるのみであったが，平成 21 年度には，五肢択二，五肢択三，六肢以上の問

題択一，多肢連問形式（タイプＬ）など，より複雑な問題形式の作成を可能とするシステムに変更した。

これにより，学生個々人が学習の到達度をより的確に把握できるようになり，試験結果を利用した効率

のよい学習を促すこととなった（資料－医－３）。 

 

資料－医－３：試験問題管理システム 
 

 

（出典：医学部） 



 

整理番号 ４４-９-３０ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 基本的組織の編成 

医学系研究科は，平成20年度以降，以下のとおり基本的組織の改善を行い，より充実した体制とした。 
１．医科学専攻（修士課程）は，講座・分野の分類が不十分であった。暫定評価時にこのような指摘を受けた
ことを踏まえ，平成21年５月にこれを再分類し，先端医科学系（医科学領域，再生・加齢適応学領域）と高
度医療学系（健康・社会医療学領域，臨床医療学領域）の２学系とした。さらに，再生・加齢適応学領域に加
齢病態制御学，臨床医療学領域に呼吸器病態学，麻酔蘇生学，脳神経外科学の計４分野を新たに加えた（資料
－医院－１）。 
２．保健学専攻は，平成21年度に博士後期課程を設置し，修士課程を博士前期課程とし，区分制博士課程に再
編成した。これにより，高度な専門的知識と技術に基づく実践力，科学的根拠に基づく臨床問題解決能力及び
研究能力の養成を目指している（資料－医院－２）。 

 
資料－医院－１：医科学専攻 講座・分野の分類      資料－医院－２：保健学専攻博士前期・後期課程の関連 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：医学系研究科）         （出典：医学系研究科） 
 

○顕著な変化のあった観点名 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 

平成20年度以降，教育内容，教育方法の改善に向けて以下のとおり取り組んだ。 
・ 平成20年度より院生の教育に複数指導教員制度を導入した。これにより，院生の研究の視野が広がり，研
究成果の発表の機会も増えた。 

・ 博士課程の学位審査を平成20年度より公開審査とした。これにより，学位審査の透明性や公平性を高めた。
現役の院生が学位審査風景をみることにより，研究への意欲が高まる効果も期待できる。 

・ 博士課程における学位論文の質を保つため，平成21年度に学位論文掲載雑誌の基準を明文化した。すなわ
ち，IFが0.3以上の国際的雑誌または研究科委員会が認めた雑誌である。新規掲載雑誌の審査では，以下の
４項目について一年間という十分な審査期間を持って行うこととした。この４項目は，①学会の公的雑誌ま
たはこれに相当する権威を持つ，②編集委員会が充実している，③投稿規定が整備されている，④掲載され
ている原著論文の質が高く，学位としてふさわしい，である。 

・ 少子化社会を迎え高等教育の在り方が論議されている中，大学院教育をさらに充実させるため大学院の見
直しワーキングを立ち上げることを決定した。このワーキングでは，医科学系博士課程の改組などの体制の
見直しに加え，教育内容や方法の改善についても討議を進めることとした。 

・ 加齢適応医科学系専攻では，予防医療研究を推進できる後継者育成教育プログラムの一環として平成 21
年３月16日に国際シンポジウムを開催し，その効果を確認した。

領域 分野

医科学
組織発生学，人体構造学，器官制御生理学，統合生理学，
分子細胞生化学，分子薬理学（薬理学），免疫・微生物学

再生・加齢適応学
加齢生物学，分子腫瘍学，代謝制御学，神経可塑性学，
スポーツ医科学，加齢病態制御学，感染防御学，免疫制御
学，循環器病態学，発生再生医学

健康・社会医療学
遺伝医学・予防医学，衛生学公衆衛生学，医療情報学，
法医学

臨床医療学
分子薬理学（薬剤部），呼吸器病態学，外科学，産科婦人
科学，運動機能学，麻酔蘇生学，精神医学，脳神経外科
学，耳鼻咽喉科学，病態解析診断学，救急集中治療学

先
端
医
科
学
系
高
度
医

療
学
系  

博士前期課程 博士後期課程

看護学分野

　母子看護学領域

　地域・在宅・国際看護学領域

　看護教育学領域

生涯保健学分野

　母子保健学領域

　成人保健学領域

　老年保健学領域

理学・作業療法学分野

　理学療法学領域

　機能障害学領域

　作業療法学領域

健康基礎科学分野

　生体機能病態学領域

検査技術科学分野

　病因・病態検査学領域



 
整理番号 ４４-９-３１ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 教育課程の編成 

がん医療に対する社会の期待に応えるため，文部科学省「がんプロフェッショナル養成プラン」の採択を受け，
平成20年度から南関東圏９大学13研究科からなる共同体に参加している。この共同体の取組の中で，本研究科
は，特にがん専門医師の養成を中心とする「がんプロフェッショナルプログラム」を推進している。このプログ
ラムを推進するに当たり，基礎研究コース，臨床研究コースを設置するとともに，同プログラムに則ったカリキ
ュラム編成状況の見直しを行い，平成21年度に授業科目「腫瘍学研究方法特論」を新たに設けた（資料－医院－
３）。 
 
資料－医院－３：がんプロ研修を利用した博士号・がん専門医同時取得コース概念図 

 
（出典：医学系研究科Webサイトより抜粋） 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生や社会からの要請への対応 

より良い大学院を目指し，医学系研究科では学生や社会からの要請に対し積極的に対応してきた。さらに，学
生や社会が大学院に期待するものを知るためアンケート調査なども行ってきた。以下，その要請と対応について
述べる。 
博士課程の学生のモチベーションを高め，経済的にも支援するためにある，飛び級制度の基準（IF 3.0以上の

欧文雑誌に掲載）が低いのではないかとの指摘を暫定評価時に受け，平成21年度に他大学の現状を調査した。こ
の結果，回答があった27国立大学中，本研究科より基準が厳しいのは４大学のみであったことから，決して低い
基準ではないと判断し，これを継続することとした。 
保健学専攻では，平成19年度に博士課程の設置に際して長野県内で働いている看護師，保健師，助産師，臨床

検査技士，理学療法士，作業療法士へのアンケート調査を行ったところ，この設置に対する強い要望があった。
回答があった計1,653名中，博士課程は73％が必要と答え，夜間講義などの社会人に対する配慮も77％が必要と
の回答であった。また，関係施設代表者に対するアンケートでも，回答があった計111施設中88％が博士課程を
必要としており，78％は社会人学生を希望する者に対して講義出席のための配慮をするとの回答があった。この
調査結果を踏まえ，設置の検討を開始し，平成21年度の開設に至った。また，平成21年度は定員４人に対し９
名の志願者があった。



 

整理番号 ４４-９-３２ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学系研究科 

 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生が身に付けた学力や資質・能力 

 

加齢適応医科学系専攻では，平成19年度及び平成20年度には学会等における院生の受賞はなかったが，平成

21年度の学会発表において，３件（Young Investigator Award：院生２件，Poster Award：院生１件）の受賞が

あった。 

臓器移植細胞工学専攻では，平成19年度及び平成20年度には学会等における院生の受賞はなかったが，平成

21年度の学会発表において，４件（Young Investigator Award：院生３件，Poster Award：院生１件）の受賞が

あった。 

 

○顕著な変化のあった観点名 学業の成果に関する学生の評価 

 

医学系研究科博士課程では，新たに平成21年度から，修了者への満足度調査を開始した。調査の結果では，指

導教員の対応について，回答があった39名のうち，「良いまたはどちらかと言えば良い」との回答が90％（35/39）

と多数を占めた。また，「本博士課程が医学系専攻の目的「創造的研究を実施する医学研究者及び移植医療，再

生医療，遺伝子医療など最先端医療を科学的基盤に基づいて実践する医学研究者及び高度医療職業人の育成」に

そぐうものでしたか」の質問に対しては，回答があった41名のうち，「良いまたはどちらかと言えば良い」との

回答が78％（32/41）と多くを占めた。これらの成果は，暫定評価時の指摘を踏まえ，FD等で教員の意識改革等

を図った結果と考えられる。 

 

保健学専攻修士課程（平成21年度から博士前期課程）では，平成20年度に初めて修了者を輩出し，修了者20

名のうち，16名が就職（社会人学生を含む），４名が博士後期課程に進学となり，全ての修了者の進路が決まっ

た。これら修了者を対象とした満足度調査では20名中20名（100％）から回答があり，「所属講座での研究指導

は満足のいくものである」では85％の学生が肯定的回答をしている。また，その他の項目においてもおおむね良

好な結果が得られた。同様に，平成22年度の調査では対象者17名中14名（82％）から回答があり，「視野を広

げるのに役立つ授業科目が多い」では77％の学生が肯定的回答をした。その他の設問に対してもおおむね良好な

結果が得られた。 



 

整理番号 ４４-９-３３ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 卒業（修了）後の進路の状況 

 

保健学専攻修士課程（平成21年度から博士前期課程）では，平成20年度に初めて修了者を輩出し，修了者20

名のうち16名が就職（社会人学生を含む），４名が博士後期課程に進学となり，全ての修了者の進路が決まった。

平成21年度の修了生17名については，７名が新規に就職し，社会人学生と合わせ15名の就職が決まった。また

６名が博士後期課程に進学し，平成20年度と比較すると進学率は向上した。就職希望者での就職率は平成20，

21年度ともに100％であり，卒業生への評価が高いことを示す結果と考えられる。また，博士後期課程への

進学は平成20年度は20％，平成21年度は35％と向上しており，博士前期課程での教育が進学率の高さに

結びついた可能性が示唆される。 



 

整理番号 ４４-９-３４ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学系研究科 

 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例２ 「学生や社会からの要請への対応」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

保健学専攻では，平成19年度に博士課程の設置に際して長野県内で働いている看護師，保健師，助産師，臨床

検査技士，理学療法士，作業療法士へのアンケート調査を行ったところ，この設置に対する強い要望があった。

回答があった計1,653名中，博士課程は73％が必要と答え，夜間講義などの社会人に対する配慮も77％が必要と

の回答であった。また，関係施設代表者に対するアンケートでも，回答があった計111施設中88％が博士課程を

必要としており，78％は社会人学生を希望する者に対して講義出席のための配慮をするとの回答があった。この

調査結果を踏まえ，保健学専攻における博士後期課程を平成21年度に開設した。 

学生から，修士または博士課程への進学時に，専攻及び講座を選ぶに当たり，わかりやすい情報が欲しいとの

要望があった。このため，平成21年度に全ての専攻及び講座についてWebサイトの規格を統一し，各研究室の概

要，研究テーマ，体制，業績などを閲覧し易く改善した。 

医科学専攻（修士課程）では，日本語が得意でない外国人学生の要望に応え，英語による講義科目「Introduction 

to Medical Science」を平成21年度に新設した。 



 

整理番号 ４４-９-３５ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 医学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例３ 「カリキュラムの整備」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

がん医療に対する社会の期待に応えるため，文部科学省「がんプロフェッショナル養成プラン」の採択を受け，

平成20年度から南関東圏９大学13研究科からなる共同体に参加している。この共同体の取組の中で，本研究科

は，特にがん専門医師の養成を中心とする「がんプロフェッショナルプログラム」を推進している。このプログ

ラムを推進するに当たり，基礎研究コース，臨床研究コースを設置するとともに，同プログラムに則ったカリキ

ュラム編成状況の見直しを行い，平成21年度に授業科目「腫瘍学研究方法特論」を新たに設けた。 

医科学専攻（修士課程）では，日本語が得意でない外国人学生を対象に，英語による講義科目「Introduction to 

Medical Science」を平成21年度に新設し，好評を得ている。 

 



（出典：工学部）

資料－工－２：社会開発工学科志願者数・倍率 

（出典：工学部） 

 

整理番号 ４４-１０-３６ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 工学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 基本的組織の編成 

工学部では，平成 20 年４月より，既存の社会開
発工学科（土木系コース・建築系コース）を土木
工学科と建築学科に改組し，個々の専門性の高度
化を図った（資料－工－１）。 

これは，技術の進展が著しい土木及び建築のも
のづくり現場で，より高度で細分化された専門分
野を持つ技術者を必要とする社会的な要請に応え
るものである。また，国際的な観点からも土木系
（シビル・エンジニアリング）と建築系（アーキ
テクチャル）は別々の教育を展開することが一般
的であるため，本学部の教育内容を国際水準に合
致させたものである。併せて，教育課程の充実を
図るため科目の廃止・追加を行った。 

志願者倍率は，資料－工－２のとおり推移し，
これまで２学年時にコースを選択していた学生にとっては，希望する専門コースに進めないといったこ
とが無くなり，より高く専門性を求めて入学することができるようになった。 

 
○顕著な変化のあった観点名 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 
近年，メンタルヘルスケアの問題は，学生指導上の大きな課題となっている。工学部においては，従

来から，本学健康安全センターから派遣されるカウンセラーによるメンタルヘルスケアを行ってきたが，
日常的に常駐することができず，予防の面からも十分な対応とは言えなかった。一方，各学科において
は指導教員の複数化，指導の改善に努めてきたが，専門的な知識を持つ教員を配置する必要性が指摘さ
れていた。 

そこで，平成 21 年度より工学部独自に，臨床心理士の資格を持つ専任教員を採用し，メンタルヘル
スケアセンターを設置して体制の整備を図った。また，当該教員によるメンタルヘルスケアのための特
別講義（セミナー）を開講した。特別講義（セミナー）は，学部生・大学院生を対象に４回実施し，学
部生の出席は計 90 名であった（資料－工－３）。出席した学生からの意見としては，「普段は聴けない
講義で有意義だったと思う。」，「進路を決めたり，対人関係にあたって参考にしたい。」等の肯定的な意
見が得られた。さらに，学生を直接指導する教員に対する講演会も３回実施し，メンタルヘルスケアに
ついての教員の理解を深めるとともに学生指導面での活用を促した（資料－工－４）。 

この結果，多くの学生のメンタル面におけるより緻密なケアが可能となった。 
 
資料－工－３：メンタルヘルスセミナー出席者数（学部生） 

第 1 回 H21.10.14（水）16:20-17:50（5 時限目） 5 名

第 2 回 H21.10.15（木）16:20-17:50（5 時限目） 28 名

第 3 回 H21.10.16（金）16:20-17:50（5 時限目） 7 名

第 4 回 H21.10.20（火）16:20-17:50（5 時限目） 50 名

（出典：工学部） 
 
資料－工－４：メンタルヘルスケア講演会参加教員数 

第 1 回 H21.6.15（月）14:00-15:00 うつ病とは-早期発見と対応のポイント- 112 名

第 2 回 H21.9.11（金）14:00-15:00 発達障害とは-事例から学ぶ発達障害- 80 名

第 3 回 H22.2. 8（月）14:00-15:00 学生の成長を促すコミュニケーション 105 名

（出典：工学部） 

改組前 改組後 

土木工学科 

（教員13名，入学定員45人）

社会開発工学科 

（教員 26 名，入学定員 95 人）

土木系コース 

建築系コース 

建築学科 

（教員13名，入学定員50人）

 土木工学科 建築学科 

平成 19 年度 社会開発工学科／328 名・3.5 倍 

平成 20 年度 167 名 3.7 倍 265 名 5.3 倍 

平成 21 年度 168 名 3.7 倍 167 名 3.3 倍 

平成 22 年度 100 名 2.2 倍 263 名 5.3 倍 

資料－工－１：学科改組新旧対照表 



 
整理番号 ４４-１０-３７ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 工学部 

 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 教育課程の編成 

 

本学部では，平成 13年度に取得した環境 ISO14001 に基づき，地球環境問題を解決することのできる

技術者の養成を推進し，全学科共通に「地域環境演習」等の環境関連授業科目を取り入れ，｢環境マイ

ンドを持つ人材の養成｣に積極的に取り組んでいるが，平成 20 年度には，「地域環境実習」を新たに開

講した。また，平成 19 年度から実施している「環境内部監査実務」については，単位取得者が平成 19

年度は 49名，平成 20 年度は 89 名，平成 21年度は 124 名と増えており，環境への認識の深まりを示し

ている。 

電気電子工学科では，基礎科目の教育の充実を図った。具体的には，電気電子の基本である電気回路，

電気磁気学，電子回路をそれぞれ２科目（２半期）で学習していたものを３科目として３半期で学習す

ることとし，また，従来より行っていた４年生次へ進級時のアチーブメントテスト（到達度テスト）に

ついて，そのための準備（演習）を充実させるため，電気回路，電気磁気学，電子回路の演習を１つ（１

半期×２コマ）にまとめ，総合的な演習とした。こうした取組を踏まえて，平成 20年度入学生から，

必修科目単位を 61単位から 68単位とし，基本に時間をかけて学習する教育課程とした。 

土木工学科では学科改組に伴い，高度な学力とともに，総合的な問題解決能力及びコミュニケーショ

ン能力を身につけた土木技術者の養成を目指し，カリキュラムを編成した。すなわち，基礎力を着実に

修得させるため，学科独自に「基礎物理学」及び「基礎数学」を新設するとともに，実験・実習科目を

充実させ，講義科目の理解度向上を図った。また，必修科目の大幅な見直しを行い，時代のニーズに合

致した環境系科目やより実務的な測量科目を新たに必修科目とした。さらに総合的な問題解決能力及び

コミュニケーション能力を身につけるため，「地域の分析と計画演習」と「総合演習」を新設・必修化

した。 



 
整理番号 ４４-１０-３８ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 工学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 学生が身に付けた学力や資質・能力 

 

工学部は学生に対し，基礎学力を重視しつつ専門分野並びに学際分野の教育はもとより，プレゼンテ

－ション能力や，コミュニケーション能力などを育成するための教育にも力を入れ，学生に対し，研究

会，全国大会等での研究発表，国内外の学術誌への論文投稿等を求めている。 

平成 21 年度までにおける学生による学会賞等の主な受賞状況は資料－工－５のとおりである。 

平成 19 年度には３件であった受賞が平成 20年度には６件となるなど，学生の資質能力が着実に向上

している。 

 

資料－工－５：学生による学会賞等の受賞（学部生） 
年 月 学   科 学 年 受   賞   名 

H18. 3 環境機能工学科・物質工学科 ４年生 日本化学会東海支部長賞（２名） 

H19. 3 環境機能工学科・物質工学科 ４年生 日本化学会東海支部長賞（２名） 

H19. 3 機械システム工学科 ４年生 日本機械学会北陸信越支部賞学生賞 

H19. 8 環境機能工学科 ４年生 第 23 回日本セラミックス協会優秀賞 

H20. 3 環境機能工学科 ４年生 第 14 回学術奨励講演賞 

H20. 3 環境機能工学科・物質工学科 ４年生 日本化学会東海支部長賞（２名） 

H20.12 電気電子工学科 ４年生 電子情報通信学会信州大学学生ブランチ論文発表会優秀論文賞

H21. 1 機械システム工学科 ４年生 日本非破壊検査協会優秀発表賞 

H21. 3 環境機能工学科・物質工学科 ４年生 日本化学会東海支部長賞（２名） 

H21. 3 機械システム工学科 ４年生 日本機械学会北陸信越支部賞学生賞 

H21. 3 社会開発工学科 ４年生 第 10 回理工系科学技術論文コンクール特別賞 

H21. 3 環境機能工学科 ４年生 (社)表面技術協会第 119 回講演大会第 15 回学術奨励講演賞 

H21.11 環境機能工学科 ４年生 精密工学会北陸信越支部学術講演会ベストプレゼンテーション賞 

H21.12 電気電子工学科 ４年生 電子情報通信学会信州大学学生ブランチ論文発表会優秀論文賞

（出典：工学部） 

 



分 野 等 講 座 等

生産環境管理学 4

植物資源生産学 5

動物資源生産学 6

食資源利用学 4

山地環境保全学 5

森林生産利用学 5

農山村環境学 5

緑地環境文化学 3

生物制御化学 3

生物機能化学 5

生物資源開発学 3

生物資源化学 4

機能性食料育種学 3 機能性食料育種学 3

食料機能解析学 2 食料機能解析学 2

食料機能解析学 4 食料機能開発学 4

機能性食品創製学
（連携講座）

(3) 機能性食品創製学
（連携講座）

(3)

技術交流・普及部 2 技術交流・普及部 2

生物生産部 2 生物生産部 3

生産環境部 3 生産環境部 3

計 69

平成２０年度（講座制）

旧

教員数

森林環境科学

新
平成２１年度（分野制）学  科  等

計　 65＋9（純増 5）

8

7

8

19

18

15

教員数

17
＋
2

17
＋
4

15
＋
2

教員

組織

9

農
　
学
　
部

8

9

生物工学

食料生産科学科

森林科学科

8

9

7
＋
1

独
立
専
攻

附

属

施

設

9

応用生命科学科

機能性食料開発学
専攻

付属アルプス圏フィ
ールド科学教育研究

センター（AFC）

農学

動物生産学

応用生物化学

田園環境工学

 

整理番号 ４４-１１-３９ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 基本的組織の編成 

・組織改編と教育スタッフの増強： 平成 21 年
度から，より総合的な視野に立った効率的な
教育が実施できる体制とするため，教員組織
を講座制から分野制に改組した（資料－農－
１）。配置定員の大きな分野制とすることで，
より総合的な教育内容の構築を可能とすると
ともに，各分野の構成教員による教育内容の
相互補完性を高めて，教育内容の充実を図る
ことを目的とした。 

さらに，必要に応じて機動的に教育特任教
授（年度により１～６名）と非常勤講師を配
置したほか，平成 20 年度に任期付き（５年後
の業績評価により任期なしに移行可）教員の
制度を設け，平成 21 年度に助教９名（採用前
の教員数の 13％に相当，組織新旧対照表にお
いて＋２等で示した）を採用して教育スタッフを増強した。 
新規採用の任期付き助教の職務は研究を主としているため，授業担当は任期なし教員より少ないが，

教育を含めて学科等の業務を兼務させ，教員個人業績評価の際に教育貢献度を評価している。すなわ
ち，任期付き助教は，農学部プロジェクト研究推進拠点の３部門のうちの１つに必ず属し，複数の任
期なし教員が主導するプロジェクト研究チームを構成して，農学部の中期目標に掲げた重点研究領域
に関連する研究プロジェクトを推進し，学生の研究指導を通じても教育貢献するよう体制を整えた。 

 

○顕著な変化のあった観点名 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 

・FD 研修と e-Learning 研修： 毎年度１回以上のワークショップ形式の FD 研修会を平成 20 年度から
開始した。毎回の参加者は 20名程度である。平成 20 年度の FD 研修会では，e-Learning 推進委員会
が独自開発して運用している e-Learning システムに関する研修も併せて行った。 

・ベストティーチャー賞の創設： 平成 20 年度にベストティーチャー賞を創設し，学生による授業評
価アンケート結果などの選考基準に基づいて，FD 委員会がベストティーチャーを毎年度各学科１名
選考し，教授会で表彰している。また，ピアレビュー対象授業をランダムに選んでいたのを，ベスト
ティーチャーの授業を対象とすることに変更し，ピアレビュー参加教員による評価アンケート結果も
教授会で公表することとした。これにより，授業での工夫などの授業改善のアイディアが多くの教員
に効果的に伝達されるようになった。 

・e-Learning 推進： 「簡単に使える」e-Learning システムの独自開発を平成 19 年度から継続的に行
っており，平成 20 年度から，その一つであるレポート提出システムの運用を開始した。同システム
は平成 20年度から 21年度にかけて利用が大幅に拡大した（年間利用件数：平成 20年度 2,000 件，
21 年度 3,200 件（サーバーログ解析による））。短期間に利用が拡大したのは，操作の簡易化を最優
先することで教員の負担を少なくしたシステム開発の成果であるとともに，自宅学習でのレポート作
成後，引き続いて自宅からレポート提出したいという学生ニーズとのマッチによるものである。教員
に対する利用研修の他，e-Learning ニュースの発行などで利用拡大を図り，学生への e-Learning 利
用促進のための啓発活動は e-Learning 推進委員会と学務委員会が一体となって行っている。 

資料－農－１：組織新旧対照表

（出典：農学部）



 

整理番号 ４４-１１-４０ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 教育課程の編成 

・カリキュラム改定： 
平成 21 年度からの新カリキュラムでは，学生や社会からの要請に対応すべく，以下の見直しを行

った。 
1) 取得可能な資格を増やすこととし，中学校理科免許取得を可能にした。 
2) 国際性をより高めるため，国際農学講義を充実させた。 
3) 企業等が求める能力や資質を早い段階で認識させて専門教育の強い動機付けとするため，キャ

リアデザイン科目，インターンシップ科目を充実させた。 
これは，卒業生・在学生へのアンケートの結果，資格取得に関する満足度が相対的に低かったこと

や，企業等への卒業生の評価アンケートの結果を踏まえた対応である。なお，平成 16 年度から開講
していた「インターンシップ」１科目を平成 19 年度から「インターンシップＩ」及び「インターン
シップⅡ」の２科目に発展・充実させ，受講指導も行った結果,２科目合わせての単位修得者が，平
成 18年度までの対象学生（２年次生）の約 30％（50～60名）から，平成 20 年度以降は 80％以上（148
～168 名）にまで増加した。 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生や社会からの要請への対応 

・中学校理科の教員免許の課程認定新設： 

卒業生・在学生へのアンケート結果で資格取得に関する満足度が相対的に低かったこと及び中高一

貫教育に対応可能な人材が求められている状況に対応するため，平成 21 年度からのカリキュラム改

定により，これまでの高校理科及び高校農業の教員免許に加え，中学校理科の教員免許の取得を新規

に可能とした。 

・国際性の養成： 

海外大学との学術交流協定に基づく留学生受入（韓国からほぼ毎年数人）など，積極的な教育・学

術協定を進めているほか，平成 20 年度からは「国際農学講義Ｉ」を開講した。同講義の受講者は対

象学年の学生数の 40％に達している。平成 19 年度には農学部主催で国際シンポジウムを開催し，そ

の後，毎年度１回開催している。海外の研究者が英語で発表するこれらの国際シンポジウムに，授業

の一環として学部学生に参加させ，英語力の重要性を認識したり，学生自身が将来，国際的な場で活

躍してみたいと思わせる絶好の教育的機会として，学生の意欲向上を図っている。このことは，平成

21 年度に行った，過去５年間に卒業生修了生が就職した企業等 543 社に対するアンケート（うち，143

社から回答）で，企業等が求める英語力及び国際感覚に関する能力（Ａ）と卒業生の能力評価（Ｂ）

との合致度（Ｂ/Ａ：％）が，各々100.1％及び 92.0％であったことから，社会からの要請に応えてい

ると判断される。 

・キャリアデザイン科目とインターンシップ科目の強化： 

観点「教育課程の編成」で述べたように，学生及び企業へのアンケート結果に基づきキャリアデザ

イン科目とインターンシップ科目の充実を図り，単位修得者を大幅に増加させた。これらの取組によ

り，企業等が求める能力や資質を早い段階で認識させて専門教育の強い動機付けとする複層的な教育

プログラムを実施した。 



 

整理番号 ４４-１１-４１ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅲ 教育方法 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

・学生支援 GP によるフィールド体験型教育の導入： 平成 20年度に採択された学生支援 GP「個性の自
立を≪補い≫ ≪高める≫ 学生支援 ～発達障害にも対応できる人間力向上支援プログラム～」にお
いて，農学部では他学部学生を含む１年次学生を対象に体験型ゼミによる野外実習や教員とのディス
カッション等を実施している。このフィールド体験型教育を通じて学生の主体的な行動や学習を促す
ことにより，教員との密な接触や学生間のコミュニケーションの増加が図られ，学習意欲の刺激，専
門教育への接続等に大きな効果を上げているほか，メンタルヘルスサポートの機能も果たしている
（資料－農－２）。 

 
資料－農－２：学生支援 GP の概要 

 
 
 
 
 
 
 

（出典：信州大学 Web サイトより抜粋） 
 

○顕著な変化のあった観点名 主体的な学習を促す取組 

・ポートフォリオの導入： 平成 20 年度から，ポートフォリオとして１年次の目標・計画と４年間の
目標・計画を提出させている。１年次前期終了時に自己評価をさせ，それに対する指導を行うなどの
対応により，専門教育への動機付けの強化と意欲向上を図っている。 

・e-Learning による主体的学習の促進： 「簡単に使える」e-Learning システムを開発した結果，シス
テムを利用する科目数が増加した（平成 19年度４科目→20 年度 22 科目，21 年度 26 科目）。このシ
ステムの機能の一つであるレポート提出システムの利用は，平成 18～19 年度は年間約 500 件であっ
たが，20 年度 2,000 件，21 年度 3,200 件と大幅に増加した。半数以上の学生が自宅で利用している
ことから（サーバーログ解析結果），自宅学習機会が増加したといえる。平成 20年度からは自主学習
時にメールアドレスが分からなくても農学部教員宛にメールが送れる機能を追加し，学生はいつでも
簡単に教員に質問ができるようにした。 
（独自開発の e-Learning システムは http://karamatsu.shinshu-u.ac.jp/el/で公開している） 
実験・実習等での事故防止のため義務づけている安全講習は，平成 20年度からは e-Learning 教材

で自主学習を主とする方式とした。 
・主体的学習促進のための施設・設備の改善： e-Learning 利用促進のため，無線 LAN や自習場所など

自主学習環境の改善を進めた。また，図書館の夜間や休日開館に加えて，シラバスに記載された参考
図書の優先的購入を平成 20 年度から進め，学生の主体的学習の支援と能率向上を図った。 

・学生の学習意欲向上のための制度新設： 学習意欲を高め，自主学習を促す措置として，GPA 制度に
基づく成績優秀者の表彰と学費免除制度を平成 19年度，大学院修士課程早期履修制度を平成 20年度
に創設した。毎年度，各学科の２年次生及び４年次生の成績最優秀者（学部全体で毎年度６名）の表
彰を行い，当該学生に対し学費免除（後期の授業料免除）を実施している。大学院早期履修制度は，
３年次終了時点で成績優秀な学生に対し，その能力の発展と意欲向上を期待し，４年次に大学院授業
の履修を認め，大学院修士を１年で修了可能とする制度である。 

本プロジェクト（課題名「個性の自立を≪補い≫ ≪高める≫ 学生支援 ～発達障害にも対応できる人間力向上支援プロ

グラム～」）は，人間力向上に焦点を当て，発達障害等のきわめて専門的な支援ニーズの高い学生への支援までをも実現す

るための取組である。 

これを全学で展開するために，既存の取組を再構成し，全学的組織である学生支援委員会において統括する。 

全１年次生に対して，質問紙・面接等により網羅的にニーズ把握を行い，自然に恵まれた本学ならではの，フィールド体験

による予防的，開発的プログラムを提供する。その結果を受け，学生のニーズに応じて社会人としてのライフスキル（コミュニ

ケーションスキル，対人関係スキル等）向上のためのプログラムを提供する。



 

整理番号 ４４-１１-４２ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生が身に付けた学力や資質・能力 

 

・学習意欲向上に伴う修得単位数の増加： 

卒業に必要な単位数を 15単位以上超えて単位修得した学生数は，平成 18，19 年度の平均で卒業生

の 26.1％から平成 20，21 年度の平均は 29.7％へと増加した。これは，学生のニーズに対応してカリ

キュラム改定を行っていること，インターンシップ科目やキャリアデザインなどの充実により，卒業

後に求められる能力や資質を早い段階で認識させて専門教育の強い動機付けを図っていること，

e-Learning の利用による主体的な学習を促進していることなど，「教育の実施体制」，「教育内容」及

び「教育方法」の各分析項目に記載した様々な取組の総合的成果で，下記の「学生に対する受賞・表

彰等の増加」からも，学生が身につけた学力や資質・能力は向上していると判断できる。 

 

・学生に対する受賞・表彰等の増加： 

平成 21 年度には，学生の研究発表に対して日本農芸学会中部支部維持会員賞（１件）を受賞して

いる。また，ホルスタイン牛品評会の高校生・大学生ジャッジングコンテストの最優秀賞（１件），

国有林野事業業務研究発表会・国民の森林部門（林野庁主催）における林野庁長官最優秀賞の受賞（１

件）があり，平成 19 年度以前の受賞・表彰件数２件に比較して，大幅に増加した。このことから，

学生の資質と能力が向上していることが客観的に評価された。 

さらに，平成 21 年度には，地域に根ざしたボランティア活動での高い社会的評価「南箕輪村むら

づくり賞」を受賞した。また，この学生ボランティアサークルは，信州豊かな環境づくり県民会議か

ら，長年にわたり環境保全や自然保護などに取り組む県内の団体・個人に贈られる「信州豊かな環境

づくり表彰」を受けることが平成 21 年度末に決定した。これは ISO14001 の認証取得に関連する環境

教育活動の成果の一端である。学生が，農学の専門に直接関わる分野に留まらず，農学の専門教育を

基礎として幅広い分野で社会貢献可能な資質を向上させていることの現れであり，農学部が掲げる４

つの教育目標の第一番に挙げる「持続的社会の創造に貢献する人間性豊かな人材の育成」が着実に進

展していることが示された。 



 

整理番号 ４４-１１-４３ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例１ 「ＦＤの取組」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 
FD 研修の充実： 平成 20年度以降，毎年度１回程度のワークショップ形式の FD研修（参加者は毎回約
20 人：全教員の１/４）を実施している。平成 20 年度の FD 研修では，農学部 e-Learning 推進委員会が
独自開発して運用している e-Learning システム利用の研修も併せて行った。平成 21年度からは農学部
教員向け e-Learning ニュースを発行し，利用促進と利用教員のサポート強化を図った。この結果，同
システムを利用する科目数が平成 19 年度の４科目から，20年度 22 科目，21 年度 26科目と増加し，同
システムを利用する教員数も平成 19 年度の１名から，20 年度 11 名，21 年度 14 名と増加した。また，
同システムを利用した学生のレポート提出件数は，平成 18～19 年度は年間約 500 件であったが，20 年
度 2,000 件，21 年度 3,200 件と大幅に増加した。 
 

ベストティーチャー賞創設とピアレビュー： 平成 20 年度にベストティーチャー賞を創設し，学生に

よる授業評価アンケート結果等の選考基準に基づいてFD委員会がベストティーチャーを選考している。

また，従来，ピアレビュー対象授業をランダムに選んでいたのをベストティーチャーの授業とするよう

変更し，教員の関心を高めた。平成 21 年度には，ベストティーチャーの授業を対象とする初のピアレ

ビューを行い，参加教員の感想・評価を教授会で報告した。このような取組でピアレビューへの関心と

ともに授業改善への意欲を向上させ，教育内容の質の向上を図った。特に，新任の助教にはピアレビュ

ーへの参加を強く促し，教員の教育力向上を図っている。 

 

授業改善の動機付け強化： 平成 21 年度に，学生による授業評価アンケートの質問事項を授業改善に

より有効で，かつ学生がより回答しやすいものに改善し，併せて，Web での回答からアンケート用紙で

の回答に変更した。この結果，アンケート回収率を 82.4％に劇的（前年の 4.5 倍）に改善し，より多く

の学生の授業評価結果が寄せられることで，アンケート結果に対して教員が授業改善等のフィードバッ

クの対応をとる際の動機付けが大きく高められた。 

 

FD 活動による受講継続率の向上： 上記のような FD 活動等への取組，ワークショップ形式の FD研修の

充実，シラバスの点検と改善等の継続的実施により，教育方法や教育内容が改善された。その結果，受

講継続率（受講途中で単位修得を放棄せず最後まで受講を継続する率）90％以上となる講義科目数が平

成 18 年度前期で 46％，平成 19 年度前期で 54％であったのに対し，平成 20 年度は 69.0％に，平成 21

年度は 77.9％と大幅に増加した。 



 

整理番号 ４４-１１-４４ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例２ 「カリキュラム改善の取組」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

中学校理科教員免許取得の追加： 資格取得に対する学生・卒業生からの要請及び中高一貫教育に対応

可能な教員養成への社会的要請の両方に応えるべく，高校理科と高校農業の教員免許の課程認定に加え，

平成 21 年度のカリキュラム改定により，中学校理科の教員免許取得を可能にした。 

 

国際性養成科目の開設と受講促進： 交流提携大学等への留学を積極的に推進するための科目として，

平成 20 年度に２年次生対象の「国際農学講義Ⅰ」を開講した。留学体験をもつ講師による体験談や海

外事情等の講義内容をとおして，留学推進や国際性の養成を図っている。受講者数は平成 20年度 56名，

平成 21 年度 74名であり，平成 21年度の受講者数は対象学年の約 40％に達している。 

 

キャリアデザイン科目の充実： 学生が自身の将来を考え，それに向かって行動するきっかけを作る科

目として，２年次生を主対象に平成 19年度から開講しているキャリアデザインについて，平成 19 年度

の受講者は食料生産科学科のみの 63 名であったが，受講指導により，平成 20 年度以降は全学科の受講

者があり，平成 20年度は 112 名，平成 21年度は 114 名と対象学年の２/３にまで大幅に増加した。 

 

インターンシップ科目の充実： 平成 19 年度からインターンシップをさらに充実させるため，科目を

追加し，インターンシップⅠとⅡの２科目の開講とした。「インターンシップⅠ」はインターンシップ

実施の事前教育であり，これを修得した学生に「インターンシップⅡ」により企業等における実習を受

けさせている。平成 20 年度はインターンシップⅠとⅡの単位取得者はそれぞれ 116 名と 50 名である。

「インターンシップⅠ」の単位修得者数は平成 19 年度までは 50～60 名程度であったが，平成 20 年度

は 116 名，平成 21 年度 119 名で，平成 20 年度以降は２年次生の２/３が単位修得し，それ以前の約２

倍に急増した。このように，企業等が求める能力や資質を早い段階で認識させて専門教育の強い動機付

けとする教育プログラムが実施されている。 

 

上記のようなカリキュラム改善の取組の結果，次のような効果が確認できた。 

平成 21 年度に行った，過去５年間に卒業生修了生が就職した企業等へのアンケート（543 社対象，う

ち 143 社から回答）の集計結果によれば，企業等が求める能力の重要度（Ａ）と卒業生の能力評価（Ｂ）

との合致度（Ｂ/Ａ：％）が最も高かったのは，農学に関する基礎知識で 105.0％であり，本学部の教育

が社会の要請を充分に満たしていることが示された。国際性に関する質問項目でも合致度は高く，英語

力は 100.1％，国際感覚は 92.0％であった。国際農学講義やインターンシップ，キャリアデザイン等の

カリキュラム充実の効果が現れている。 

また，卒業に必要な単位数を 15 単位以上超えて単位修得した学生数は，平成 18，19 年度の平均で卒

業生の 26.1％から平成 20，21 年度の平均は 29.7％へと増加した。これは，学生のニーズに対応したカ

リキュラム改定，教育内容・教育方法の改善等の様々な取組の効果の現れである。 



 

整理番号 ４４-１１-４５ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例５ 「資格取得」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

中学校理科教員免許取得を追加： 資格取得に対する学生・卒業生からの要請及び中高一貫教育に対応

可能な教員養成への社会的要請の両方に応えるべく，高校理科と高校農業の教員免許の課程認定に加え，

平成 21 年度のカリキュラム改定により，中学校理科の教員免許取得を可能にし，取得可能な資格の充

実を図った。 



 

整理番号 ４４-１１-４６ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例６ 「環境教育プログラム（ISO14001 の取得）」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

ISO14001 の認証取得に関連する環境教育活動の成果の一端として，平成 21 年度には，地域に根ざし

たボランティア活動での高い社会的評価を受け，南箕輪村から「南箕輪村むらづくり賞」を受賞した。 

具体的には，地域の清掃活動，間伐材の有効利用，花壇整備などの環境保全や美化等の主体的な取組

及びこれらの活動を地域住民と交流しつつ行って，住民主体の地域作りに貢献したことが評価されたも

のである。このことは，農学の専門に直接関わる分野に留まらず，農学の専門教育を基礎として幅広い

分野で社会貢献可能な資質を向上させていることの現れであり，農学部が掲げる４つの教育目標の第一

番に挙げる「持続的社会の創造に貢献する人間性豊かな人材の育成」が着実に進展していることを示し

ている。 

また，上記の学生ボランティアサークルは，信州豊かな環境づくり県民会議から，長年にわたり環境

保全や自然保護などに取り組む県内の団体・個人に贈られる「信州豊かな環境づくり表彰」を受けるこ

とが平成 21 年度末に決定した。 



 

整理番号 ４４-１２-４７ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 教育課程の編成 

 

平成 20 年度に改定・実施した大学院カリキュラムにおいては，選択必修の講義科目全てを複数教員

担当による共同開講としたほか，演習や実習も数名の複数教員が担当するなど，専門的でありながらも

普遍的な教育のための共同開講化を中心に改善した（資料－農院－１）。また，農学は食料と環境とい

う人類の生存に関わる分野であることから，各分野の開講科目だけでなく，専攻共通，農学研究科共通

の科目を新設した。特に「食と緑の科学特論」は，４専攻の教員が共同開講し，いろいろな視点から食

料と環境の課題追求を目指した。これら共同開講の科目においては，狭い専門だけでなく広い視野に立

ち，農学部の理念に沿った教育研究が行われている。 

  

資料－農院－１：カリキュラム改定前，後の各専攻の共同開講授業科目数 

専攻名 カリキュラム改定後 カリキュラム改定前 

食料生産科学 43 24 

森林科学 38 18 

応用生命科学 33 23 

機能性食料開発学 31 7 

（出典：農学部） 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生や社会からの要請への対応 

 

平成 20 年度に改定・実施した大学院カリキュラムにおいては，学生や社会からの要請に応え，特論

科目の充実，全科目共同開講化の改定を行った。また，講義科目 35科目のうち 33 科目を長野県内大学

院生の単位互換履修可能科目とした。この改定に対し学生がどのように評価しているのかについて，改

定後１年経った平成 20 年度末に全大学院生を対象とした授業アンケートを実施した。その結果，特論

に興味を持ったことなど肯定的な回答が大部分であった。 

平成 12 年度から，市民ボランティア，NPO，林業士会及び長野県林務部，市町村など行政機関と連携

して「森に学ぶネットワーク」を立ち上げ，毎年度 100 名程度の市民に対して６～７名程度の学生が修

士論文の発表を行っている。発表後，各学生は１チーム 10 名程度の市民チームに参加してディスカッ

ションを行っている。ディスカッションでは，研究成果が社会にどのように役立つのか，森林技術にど

のようにつながるのかなど，実践的立場から市民の意見を受け，学生の意識高揚につなげている。なお，

この取組が認められて，平成 21 年１月には長野県から「長野県ふるさとの森林づくり賞」を受賞した。 



 

整理番号 ４４-１２-４８ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 
 

分析項目Ⅲ 教育方法 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

 

農学は応用科学であり食料や環境に密接に関わる分野であるため，狭い専門性ばかりにとらわれるの

は好ましくない。そこで，平成 20 年度の大学院カリキュラムの改定では，以下のような工夫を行った。 

・ 学問の視野を広げることを目的に主に１年次前期に講義を集中させ，他分野の複数教員による講

義を受講することを必修化した。 

・ 「食と緑の科学特論」を必修科目として全専攻で共同開講し，食料と環境問題の最新情報の取得

と考察を義務づけた。 

・ 学会発表を修了要件とすることを慣例としており，各専攻では，演習科目に学会発表論文の読み

方や書き方，プレゼンテーションの方法を徹底的に指導する体制とした。 

・ 院生は必要に応じて理論や計測方法等に関する他分野の科目を自由に受講できる体制とした。 

 

さらに，このカリキュラム改定に伴い，１年次の指導教員による研究指導の後，２年次進級時に２名

以上の副指導教員を決め，公開の中間審査会で院生にプレゼンテーションを課し，指導教員・副指導教

員による集団指導を行っている。また，２年次末に修論審査会で修了判定を行った後，公開による修論

発表会を実施するなど，審査の公正性と公開制にも努めている。 

 

○顕著な変化のあった観点名 主体的な学習を促す取組 

平成 20 年度からのカリキュラム改定に合わせ，複数の指導教員による研究計画立案の指導，２年次

進級直後の中間審査など，手厚い指導体制とした。また，学会発表を奨励し，他大学の院生との切磋琢

磨による学習意欲の向上を図った。さらに，平成 19 年度には農学部長賞を創設し，学会賞や学会奨励

賞などを受賞した学生・院生に授与している。院生に授与した農学部長賞は資料－農院－２のとおりで

ある。 

なお，院生等 10 名で結成された「伊那守」の会は，伊那市手良地区の住民及び中部森林管理局南信

森林管理署と民学官連携し，林内歩道内の樹木や生物の解説書作成，林内歩道を協働して計画・整備す

るなどの取組が評価され，平成 21 年度林野庁長官賞を受賞しており，新聞にも大きく紹介された。院

生等からは，「実施過程で学習不足を痛感した」，「学習意欲が非常に高まった」などの感想を得ており，

主体的な学習が促されている。 

 

資料－農院－２：農学部長賞を受賞した院生数 

平成 19 年度 １名 

平成 20 年度 ４名 

平成 21 年度 ２名 

（出典：農学部） 



 

整理番号 ４４-１２-４９ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生が身に付けた学力や資質・能力 

平成 18 年度に文部科学省派遣型高度人材育成協同プランに採択された「長寿長野を支える機能性食

品の開発人材育成－地元企業と連携した高度専門技術と経営感覚の統合教育－」は，大手食品会社や薬

品会社と契約を締結し，実施している。この協同プランは，毎年度，院生に対して事前教育の後，所定

のポートフォリオ用紙に記入させ，インターンシップの形で派遣し，事後に再教育を行うことにより，

院生の「行動を起こす力，考え抜く力，チームワーク力」などの社会人基礎力を磨くことを目的として

いる。平成 20 年度からは，これまでの派遣先企業が２～３社であったものを７社とし，また，同協同

プランが「産学連携による実践型人材育成事業－長期インターンシップ・プログラムの開発－」と名称

変更されたことにより，本教育プログラムの目的も一層明確となった。教育プログラムについては，各

社と担当教員とで事前打ち合わせを行い，スケジュール管理を共有した。これまでに７名の院生が参加

し，院生から提出された「産学連携による実践型人材育成事業平成 20 年度実施報告書」では，「働く目

的意識の向上や企業倫理などの社会人基礎力が磨かれた」，「広い視点で社会を見る能力が備わった」，

「職業観の意識や資質が向上し身についた」など，非常に高い評価が得られた。また，受入企業７社か

らの評価においても，仕事への取組やコミュニケーション力などについて極めて高い評価が得られてい

ることから，同教育プログラムを通じて，高い学力や資質・能力が身についていると判断される。 

 

○顕著な変化のあった観点名 学業の成果に関する学生の評価 

平成 20 年度に改定・実施した大学院カリキュラムについて，平成 20 年度末に院生を対象とした授業

アンケートを FD 委員会が主体となって実施した。その結果は，平成 20年度から新規に４専攻が連携し

て共同開講した「食と緑の科学特論」に興味を持ったこと，自分の研究の進め方やデータ取得方法など

に役立ったこと，など肯定的な回答が大部分であった（資料－農院－３）。カリキュラム改定に対する

院生の意見を踏まえ，「複数教員が担当している全科目について教員間の連携をさらにとる」，「大学院

における研究時間確保のため講義科目は前期に集中させる」，「時間割に空き時間を作らない」などの改

善を行った。また，「食と緑の科学特論」担当教員の構成を改善し理解度を上げるようにしたほか，院

生の実際の現場に対する学習希望が強くまた教員からも重要性が高いと評価されたインターンシップ

科目の単位数を２単位から４単位にするなどの見直しを平成 21年度のカリキュラムにおいて行った。 

 

資料－農院－３：大学院生の授業評価アンケート結果（％）（平成 21年２月 13日回収） 

項目 とても よく あまり 全く その他 

興味を持てたか 36 60 1 3 0 

理解したか 17 53 25 1 4 

役立つか 25 58 12 5 0 

（出典：農学部 FD委員会） 



 

整理番号 ４４-１２-５０ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 
 

分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 卒業（修了）後の進路の状況 

 

平成 19 年度の進学を除いて算出した就職率は 89％，同じく平成 20年度は 85％，平成 21年度は 98％

で，社会情勢，景気の悪化にも関わらず高い割合で推移している。これは，文部科学省派遣型高度人材

育成協同プランに採択された「長寿長野を支える機能性食品の開発人材育成－地元企業と連携した高度

専門技術と経営感覚の統合教育－」などでインターンシップ派遣を行うなど，院生の職業意識向上を図

り，社会人基礎力を磨いたことによるものと考えられる。特に，機能性食料開発学専攻や応用生命科学

専攻では，製造業の化学系研究開発部門に，森林科学専攻や食料生産科学専攻では，環境系の公務員に

就職する者が多くなり，本研究科の目標に沿った就職状況となっている。 

 

○顕著な変化のあった観点名 関係者からの評価 

 

平成 21 年度に卒業生修了生の就職先企業へのアンケート調査を実施した。過去５年間に卒業生修了

生が就職した企業等 543 社の人事担当者にアンケートを送付し，143 社から回答を得たものである。そ

の結果，「常識・教養」，「職務遂行能力」，「対人力」の項目で高い評価を得た（資料－農院－４）。 

 

資料－農院－４：平成 21年度の卒業生修了生の就職先企業アンケート結果 

常識・教養 職務遂行能力 対人力 国際性 

3.56 3.77 3.85 2.93 

５：「非常に高い」～１：「非常に低い」の５段階評価の平均 

（出典：農学部） 



 
整理番号 ４４-１２-５１ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例１ 「教育の改善への体制」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

教育体制の改善 

平成 21 年度から特定有期雇用教員によるプロジェクト助教を各学科専攻に９名採用し，院生の教育

と研究に対応させた。プロジェクト助教は，30～35 歳程度の新進気鋭の若手研究者であり，採用時に教

育の抱負などの提出を求めることにより教育への貢献を意識づけ，また，教育意欲を採用条件の１つと

した。こうした助教の教育担当は，授業だけでなく実験実習や修士論文作成時によい効果を上げている。

例えば，院生にとっては，年齢も近い上に研究方法や機器の取り扱いを現役研究者から直接指導され，

かつ新鮮な最先端の研究情報が得られることから，授業で得られる以上の教育効果がある。 

 

カリキュラム改善 

平成 20 年度に改定・実施した大学院カリキュラムについて，平成 20 年度末に院生を対象とした授業

アンケートを FD 委員会が主体となって実施した。その結果，平成 20 年度から新規に４専攻が連携して

共同開講した「食と緑の科学特論」に興味を持ったこと，自分の研究の進め方やデータ取得方法などに

部分的に役立ったこと，など肯定的な回答が大部分であった。カリキュラム改定に対する院生の意見を

踏まえ，「複数教員が担当している全科目について教員間の連携をさらにとる」，「大学院における研究

時間確保のため講義科目は前期に集中させる」，「時間割に空き時間を作らない」などの改善を行った。 

平成 21 年度に卒業生修了生の就職先企業へのアンケート調査を実施した。過去５年間に卒業生修了

生が就職した企業等 543 社の人事担当者にアンケートを送付し，143 社から回答を得たものである。そ

の結果，「常識・教養」，「職務遂行能力」，「対人力」の項目で高い評価を得た。 



 

整理番号 ４４-１２-５２ 

 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 
 

事例２ 「教育方法」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

平成 18 年度に文部科学省派遣型高度人材育成協同プランに採択された「長寿長野を支える機能性食

品の開発人材育成－地元企業と連携した高度専門技術と経営感覚の統合教育－」は，大手食品会社や薬

品会社と契約を締結し，実施している。この協同プランは，毎年度，院生に対して事前教育の後，所定

のポートフォリオ用紙に記入させ，インターンシップの形で派遣し，事後に再教育を行うことにより，

院生の「行動を起こす力，考え抜く力，チームワーク力」などの社会人基礎力を磨くことを目的として

いる。平成 20 年度からは，これまでの派遣先企業が２～３社であったものを７社とし，また，同共同

プランが「産学連携による実践型人材育成事業－長期インターンシップ・プログラムの開発－」と名称

変更されたことにより，本教育プログラムの目的も一層明確となった。教育プログラムについては，各

社と担当教員とで事前打ち合わせを行い，スケジュール管理を共有した。これまでに７名の院生が参加

し，院生から提出された「産学連携による実践型人材育成事業平成 20 年度実施報告書」では，「働く目

的意識の向上や企業倫理などの社会人基礎力が磨かれた」，「広い視点で社会を見る能力が備わった」，

「職業観の意識や資質が向上し身についた」など，非常に高い評価が得られた。また，受入企業７社か

らの評価においても，仕事への取組やコミュニケーション力などについて極めて高い評価が得られてい

る。 

 

平成 20 年度に改定・実施した大学院カリキュラムについて，平成 20 年度末に院生を対象とした授業

アンケートを FD 委員会が主体となって実施した。その結果，教育方法に関して，平成 20年度から新規

に４専攻が連携して共同開講した「食と緑の科学特論」について，良好な評価が得られた｡ 



 

整理番号 ４４-１２-５３ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例４ 「進路」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

平成 19 年度の進学を除いて算出した就職率は 89％，同じく平成 20年度は 85％，平成 21年度は 98％

で，社会情勢，景気の悪化にも関わらず高い割合で推移している。これは，平成 21 年度から就職ガイ

ダンスの回数を増やしたこと，キャリアサポート就職ガイダンスや面接対策講座など個別の指導を多数

行ったこと，さらに，文部科学省派遣型高度人材育成協同プランに採択された「長寿長野を支える機能

性食品の開発人材育成－地元企業と連携した高度専門技術と経営感覚の統合教育－」などでインターン

シップ派遣を行うなど，院生の職業意識向上を図り，社会人基礎力を磨いたことによるものと考えられ

る。 

特に，機能性食料開発学専攻や応用生命科学専攻では，製造業の化学系研究開発部門に，森林科学専

攻や食料生産科学専攻では，環境系の公務員に就職する者が多くなり，本研究科の目標に沿った就職状

況となっている。 



 

整理番号 ４４-１３-５４ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 繊維学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 基本的組織の編成 

 
わが国唯一となった繊維学部では，従来の繊維技術に最先端科学技術を融合させた学際的な総合科学

技術である「ファイバー工学」を展開してきた。「ファイバー工学」の教育研究を進める上で，従来の
学科体制が硬直化してきたため，平成 20 年度に従来の７学科から，より柔軟な体制である３系９課程
に教育組織を改組し，新教育カリキュラムをスタートさせた。これによって，幅広い産業分野で国際的
に活躍する人材を育成することを目指している。 

新教育カリキュラムでは，１年次に学部共通必修科目として，繊維が関わる幅広い学問分野を解説し
た「繊維科学の基礎」を学ばせている。また，１，２年次には各系（「創造工学系」，「化学・材料系」，
「応用生物学系」）で共通の基礎科目を履修させ，高年次において課程に所属し専門分野を学ばせる構
成としている。また，英語教育には，学習到達度の評価に TOEIC を導入した PDCA サイクルを採り入れ
るとともに，自学自習システムとして e-Learning を整備し，学生の学習に対する意欲に応えている。 

また，資格に関しては，９課程中５課程で中学・高校（理科），残る４課程では高校（工業）の教職
免許を取得できる体制とした。さらに２課程では日本技術者教育認定機構（JABEE）の認定を受けてお
り，倫理観の高い技術者及び研究者養成のための教育の質を保証している。この JABEE に基づく教育の
質保証の考え方は，FD活動を通じて他の７課程にも波及し，恒常的な教育改善活動につながっている。 

以上，３系という大括りの教育研究組織としたことで，限られた数の教員が柔軟な教育を行える体制
を組むことが可能となった。また，学生にとっては，自分の適性や興味に合わせて，より柔軟に受講科
目を選択できる選択の幅が拡がった（資料－繊維－１）。 

 
資料－繊維－１：改組前及び後の繊維学部構成の比較と取得可能な資格等一覧 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：繊維学部） 



 
整理番号 ４４-１３-５５ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 繊維学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名  

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生や社会からの要請への対応 

 

本学部では，教育目標の中に「優れた人格と国際性を有した技術者・研究者の養成」を掲げている。

グローバル化した社会からの要請への対応として，英語による実践的なコミュニケーション能力，国際

的な視野を学生にさらに身につけさせるため，以下のような取組を行っている。 

(1)TOEIC を学習達成度の評価に用いた，英語教育における PDCA システムの導入。 

(2)英語の自学自習 e-Learning システムの導入と英語授業の正規時間外学習への組み込み。 

(3)英語成績優秀者への TOEFL-iBT 試験受験料の支援（平成 20 年度３名，平成 21年度２名）。 

(4)英語トレーニング講演会（スピーキング・ライティングの効果的トレーニング法・自己学習法）

の開催（平成 20 年 11 月開催，学部生約 150 名参加）。 

(5)TOEFL-iBT 受験セミナーの実施（国際交流センターとの共催）（平成 20年２月，平成 21 年２月） 

(6)英語成績優秀者に対する英語発信能力養成講座の開催（平成20年12月～平成21年１月,計５回，

学部生６名，大学院生９名参加）。 

(7)大学院修士課程の英語による講義科目「国際連携特別講義Ⅰ，Ⅱ」（海外からの招聘教員が担当）

について，学部生にも公開し受講を奨励（平成 20年度８名，平成 21年度７名受講）。 

また，平成 20，21 年度に，新たに 10 大学と学術交流協定を締結し，学生の交換留学に伴う単位互換

制度を設け，対象大学を拡大した（資料－繊維－２）。 

これらの取組により，本学部における日本人学生の留学者数（正規生，短期交換留学，私費を含む）

は，平成 20 年度は８名，平成 21 年度は 11 名に達し,平成 16年度（６名），17年度（５名），18 年度

（７名），19年度（６名）と比較して，増加が認められた。 

また，TOEIC 試験の状況として，平成 19 年度が延べ 106 名の受験であったものが，平成 20 年度には

延べ 150 名に，さらに 21年度には延べ 154 名に受験者が増加した。受験者平均スコアも，平成 19年度

の２月が 436 点であったものが，平成 20 年度の２月では 466点，平成 21年度２月には 454 点と，全体

の平均値で 450 点以上を維持できた。 

 

資料－繊維－２：平成 20，21 年度に締結した学術交流協定の相手校 

国名 大学名 国名 大学名 

英国 マンチェスター大学 壇国大学校 

イタリア ミラノ工科大学 忠南大学校 

ドイツ ドレスデン工科大学 

韓国 

嶺南大学校 

オーストリア ウィーン天然資源大学 インド インド工科大学デリー校 

オーストラリア ディーキン大学 タイ 泰日工業大学 

（出典：繊維学部） 



 
整理番号 ４４-１３-５６ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 繊維学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 
２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 
 

○顕著な変化のあった観点名 学生が身につけた学力や資質・能力 
本学部の教育目標の中に「チャレンジ精神・起業家精神（ベンチャー精神）の育成」を掲げている。こ

の目標に沿って，正課の教育を補完するものとして信州大学サテライト･ベンチャー･ビジネス･ラボラト
リー（信州大学SVBL）を中心に，学部生・大学院生を対象としてベンチャーマインドを備えた創造的な人
材育成を意図した各種講演会，セミナー，ワークショップ開催などの活動を行っている。これらの成果と
して，平成21年２月に開催された「第５回キャンパスベンチャーグランプリ（CVG）東京」において以下
の受賞実績があった（資料－繊維－３）。 

 
資料－繊維－３：第５回キャンパスベンチャーグランプリ（CVG）東京受賞実績 

受賞名 受賞学生 受賞内容 

奨励賞 機能機械学科学生 
環境・健康・福祉部門 

金属代替材料「繊維強化プラスチック（FRP）の普及」～繊維学部・

・FRP・モノコック構造 

特別賞 ソーシャルアン
トプレナー賞 

感性工学科学生 
「対話」と「共創」を通したオリジナル絵本プロデュース事業 

―共創デザイン絵本製作ラボの活動― 

特別賞 東京産業人クラ
ブ賞 

機能機械学科学生 
信州大学SVBLを拠点に活動している仮想会社モックにおいて 

展開している電子機器の設計開発を行うビジネスの展開を目指

した「学生版EMSモック」の活動 

（出典：繊維学部） 
 

また，平成15年度にJABEEの認定を受けた機能機械学課程（旧機能機械学科）では，ものづくりプロジ
ェクトをカリキュラムに取り入れた教育を実施し，ソーラーカー，鳥人間，フォーミュラーカー，ロボッ
トなど各種コンテストに挑戦している。平成20，21年度は以下の成績をあげた（資料－繊維－４）。 

 
資料－繊維－４：ものづくりプロジェクトの受賞実績（平成 20，21 年度） 

大会名 成績 開催期日 成績内容 

全日本学生ソーラーチャ
ンピオンシップ 

クラス２位入賞 平成 20 年８月 
機能機械学科学生 

繊維学部ソーラーカープロジェクトの燃料電池/ 

太陽電池ハイブリットカーCocoon2008 

ロ ボ コ ン プ ロ デ ュ ー ス
2009（日本機械学会主催） 

優 秀 賞 （ 準 優
勝） 

平成 21 年 12 月 

信州大学ロボット研究会チーム 

小・中学生を対象とした新しいロボットコンテスト

（ロボコン）」の企画・運営をシミュレートするコン 

ペティション 

（出典：繊維学部） 



 
整理番号 ４４-１３-５７ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 繊維学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例２ 「学部改組と新教育カリキュラムの作成」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 
本学部では，さまざまな産業分野に関わる「ファイバー工学」を基盤とした実践的な教育を通じて，

社会から信頼される理系職業人の育成を目指している。しかし，従来の７学科体制では，社会の要請に
幅広く応える教育プログラムの設計が困難になった。そこで，平成 20 年度に，より柔軟な体制である
３系９課程に教育組織を改組し，新教育カリキュラムをスタートさせた。 

３つの系は，「創造工学系」，「化学・材料系」，「応用生物学系」からなり，従来の学科が扱って
きた学問分野を有機的に連携させた構成となっている。本学部を希望する受験生にとって系単位で学生
募集を行うことは，高校で履修する自然科学の大くくりの分野（物理（情報），化学，生物）をイメー
ジさせるため，入り口をわかりやすくするメリットがある。また，この大くくりの組織に教員が所属す
ることにより，教員が相互に連携して教育に取り組む柔軟な教育体制を作ることが可能となった。 

新教育カリキュラムでは，１，２年次に全学共通教育科目（語学，教養科目等），わが国唯一となっ
た繊維学部の特性を意識させた学部共通科目（繊維科学の基礎，技術者倫理），系共通科目（自然科学
基礎科目）を配置した。学生にとってのメリットは，上記のような各種共通科目メニューを低年次に配
置したことにより，自分の適性や興味に合わせて受講科目を選択できる自由度が増した点，また，専門
分野の内容を理解し，かつ卒業後の進路を考慮した上で，３課程のいずれかを選択できる点にある（資
料－繊維－５）。 

この改組によって，学部共通科目や系共通科目を増やし，限られた教員数と教育資源を最大限に活用
できる体制が整備された。また，自然科学の基礎をしっかりと学んだ上で，「ファイバー工学」を含む
幅広い内容の専門教育を選択し履修できる教育プログラムを提供することが可能となった。 

 

資料－繊維－５：学部改組と新教育カリキュラム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：繊維学部） 
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整理番号 ４４-１４-５８ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 工学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 

 
近年，メンタルヘルスケアの問題は，学生指導上の大きな課題となっている。工学系研究科（長野キ

ャンパス）においては，従来から，本学健康安全センターから派遣されるカウンセラーによるメンタル
ヘルスケアを行ってきたが，日常的に常駐することができず，予防の面からも十分な対応とは言えない
ため，専門的な知識を持つ教員を配置する必要性が指摘されていた。 

そこで，平成 21 年度より長野キャンパスでは，臨床心理士の資格を持つ専任教員を採用し，メンタ
ルヘルスケアセンターを設置して体制の整備を図った。また，当該教員によるメンタルヘルスケアのた
めの特別講義（セミナー）を開講した。特別講義（セミナー）は４回実施し，本研究科から計 30 名の
学生が出席した（資料－工院－１）。出席した学生からの意見としては，「普段は聴けない講義で有意義
だったと思う。」，「進路を決めたり，対人関係にあたって参考にしたい。」等の肯定的な意見が得られた。
さらに，学生を直接指導する教員に対する講演会も３回実施し，メンタルヘルスケアについての教員の
理解を深めるとともに学生指導面での活用を促した（資料－工院－２）。 

この結果，多くの学生のメンタル面におけるより緻密なケアが可能となった。 
 

資料－工院－１：            資料－工院－２： 

メンタルヘルスセミナー出席者数（院生） メンタルヘルスケア講演会参加教員数 

第１回 H21.10.14（水） 15 名 第１回 H21. 6.15（月）
うつ病とは-早期発見と

対応のポイント- 
112 名 

第３回 H21.10.16（金） 13 名 

 

第２回 H21. 9.11（金）
発達障害とは-事例から

学ぶ発達障害- 
80 名 

第４回 H21.10.20（火） 2 名  第３回 H22. 2. 8（月）
学生の成長を促すコミュ

ニケーション 
105 名 

（出典：工学系研究科）                  （出典：工学系研究科） 



 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 工学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 教育課程の編成 

工学系研究科では，平成 20 年度以降においても新たに専門職コースを開設し，教育課程の充実を図
った。開設した専門職コース及びその目的，教育課程の特徴は以下のとおりである。 
【超微細加工技術者育成コース（機械システム工学専攻）】 

超微細加工分野の戦略的・提案型開発技術者などの中核人材の育成を目的としている。 
企業の抱える研究課題を修士研究課題として持ち込み，大学との共同研究により課題解決するとと

もに，働きながら修士号を取得することができることや，オンデマンドのカリキュラム，シミュレー
ションを重視した実践的教育，地域企業や公設試験場等でのインターンシップ実習も受けられること
が主な特徴である。 

【モバイル制御機器技術者育成コ－ス（電気電子工学専攻）】 
県内の社会人技術者を対象とし，航空機，衛星，自動車，鉄道車両等の運動物体に対するより高感

度で信頼性の高い制御や関連機器に関する研究教育を行うことにより，機器，制御等の高度な専門技
術者を育成することを目的としている。 
精密機器制御分野として，移動体の制御，すなわちモバイル制御に関する分野を指向した講義とシ

ミュレーションを重視した実践的教育を行うため，専任の教員，コーディネータだけでなく，広く学
内外から各移動体の制御・機器を専門としている講師陣による教育体制としている。 

【食品科学コース（物質工学専攻及び環境機能工学専攻）】 
地域の特徴を常に考慮しながら，食品産業あるいはその関連産業の活性化を支える高度専門技術者

の育成を目的としている。 
食品製造分野での技術革新を担う人材を創出するためのカリキュラムを特徴とする。食品バイオテ

クノロジー技術，食品プロセス技術，食品科学及び企業経営概論の講義・実習に加え，年２回の公開
シンポジウム（特別講義）を行い，更に，修士論文の他の実践教育としてインターンシップを実施し
ている。なお，この食品コースに併設した社会人再教育コースと一部のカリキュラムを共通としてい
る。 
○顕著な変化のあった観点名 学生や社会からの要請への対応 
平成 20 年度以降において新たに開設した専門職コースは，社会からの要請に応えて，高度専門職業

人材育成への貢献を目的として設置したものである。以下に，コース名，社会からの要請内容及び修了
状況等について述べる。 
【超微細加工技術者育成コース（機械システム工学専攻）】 

長野県諏訪圏域は精密加工の企業が集積しており，企業ニーズの多様化や技術革新のスピードに対
応するため，課題解決能力を有する提案型開発技術者が強く求められている。このような状況に対応
するため，（財）長野県テクノ財団とともに平成 18年度に採択された経済産業省「産学連携製造中核
人材育成事業」に基づき，当該人材の育成を行ってきた。本コースはこれらの取組を引き継ぐ形で平
成 20 年４月から開設したものである。平成 20 年度には早期修了者７名，平成 21 年度には９名の修
了生を輩出した。 

【モバイル制御機器技術者育成コ－ス（電気電子工学専攻）】 
精密制御機器・センサ製造関連分野の高度技術者育成について，飯田市及び多摩川精機（株）との

包括連携協定により取り組んできた。平成 19 年４月には「高度ものづくり専門職大学院」として「精
密機器制御システム技術者育成コース」を工学系研究科に開設し，平成 20 年４月にはモバイル制御
講座（寄附講座）に引き継いだ。平成 20 年度に２名，平成 21 年度に３名の修了生を輩出した。 

【食品科学コース（物質工学専攻及び環境機能工学専攻）】 
長野市の食品加工業は，特産品である農産物を利用する伝統的な食品をベースとして発展してきた

が，少子高齢化・食の欧米化などの変化に対応した機能性の食品開発が望まれている。そこで，長野
市との共同により，将来的に地域の食品産業の活性化を担う人材を育成するため，平成 20 年度に採
択された，文部科学省科学技術振興調整費地域再生人材創出拠点プログラム「ながのブランド郷土食」
の下に上記コースを開設した。平成 21年度は５名が在籍している。 

整理番号 ４４-１４-５９ 



６つの基本（基幹実習）と個人の専門（修

士学位）の７つの視点をもつ人材を育て

自然現象の本質理解と多様な問題解決

への強い意欲をもつ人材養成をめざす。

資料－工院－３：大学院生修士課程のため

の「自然環境診断マイスター」の概要 

 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 工学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅲ 教育方法 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

 

院生に対し国際的な視野を持たせるため，海外から講師を招聘し英語で実施する集中講義「国際連携
特別講義Ⅰ（１単位）」「国際連携特別講義Ⅱ（１単位）」では，平成 20 年度以降，韓国，オースト
ラリア，イギリス，香港，米国，スロベニア，フランス，ドイツ，オーストリア，インド，イタリアか
ら講師を招聘して多彩な講義を行った。 

また，平成 20 年度には，全て英語で講義を実施する「アジアゲートウェイコース」を設置し，９月
から留学生を受け入れ，英語による授業として「感性工学特論」など計２講義（各２単位），平成 21 年
度には「応用化学特論」，「環境生物学特論」など計６講義（各２単位）を開講した。これらの講義は，
アジアゲートウェイコース所属学生のみならず，フランス国立繊維工芸工業高等学院（ENSAIT）とのダ
ブルディプロマプログラム協定に基づいて受け入れた修士課程留学生及び一般・推薦入試等で入学した
日本人学生に対しても受講可能とした。「アジアゲートウェイコース」の延べ受講者数は，平成 20 年
度 39名，平成 21 年度 77名にのぼっており，院生が多様な講義を受講できる体制を整えた。 

 

○顕著な変化のあった観点名 主体的な学習を促す取組 

 

本学では，全学を挙げて「環境マインドをもつ人材の養成」に取り組んでいる。その一環として「自
然環境診断マイスター養成」プログラム（文部科学省「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラ
ム」）に基づき，平成 19年度から，主として環境教育・行政・事業に関わる現役教職員，大学または専
門学校を卒業した社会人を対象に，自然環境教育・行政・事業に対し具体案を提言できる「自然環境診
断マイスター」を育成してきた。その修了生は十分な力量を身につけ，社会的活動とその成果の発信に
活躍している。 

その経験を生かし，学生からの要望にも応えて平成 21 年度から
は院生を対象とした「大学院生修士課程のための自然環境診断マ
イスター養成コース」を開設した（資料－工院－３）。 

本コースは，それぞれの院生が通常に専攻する比較的狭い専門
分野に加えて，合計で７つの分野に広がった視点を獲得するため
に用意されたものである。通常のカリキュラムとは別に６つの基
幹実習を設け，地質・植物・動物等の調査法などの学習を通じて，
山岳地域の多様な自然環境を判別できる能力，生物多様性と生命
連鎖を理解できる能力，地域に応じた自然環境保全策を企画する
能力，自然災害を防ぐための工夫ができる能力を養うことを目的
としている。基幹実習は主に土曜日と日曜日に開講しており，院
生の主体的な学習を促す教育方法となっている。それに積極的に
取り組む学生には，複雑な自然環境を実践的に解明する体験によ
って，視野が広がるとともに，高い応用力・適応力が育まれるこ
ととなる。本コースの修了者には本学が認定する「自然環境診断
マイスター」資格が授与される。 

整理番号 ４４-１４-６０ 

（出典：工学系研究科）



 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 工学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生が身に付けた学力や資質・能力 

 

本研究科では，各専門分野において専門知識並びに学際分野の修得はもとより，プレゼンテ－ション
能力や，コミュニケーション能力などを育成するための教育に力を入れ，院生に対し，研究会，全国大
会等の国内での研究発表，国内外の学術誌への論文投稿等を求めている。特に国際会議での発表論文や
学術誌に掲載される論文は，その内容や質を保証する査読付きのものが多く，優秀な論文でないと採録
されない。多くの院生がこれらの発表，投稿を行っており，さらに，その成果として学会賞等を授与さ
れている者も少なくない。 

平成 20 年度以降，院生による学会賞等の受賞は 32件であり，主な受賞状況は資料－工院－４のとお
りである。本研究科の趣旨に沿った教育が引き続き高い水準を維持しつつ，展開されており，院生が身
に付けた能力が高いことが窺える。 

 

資料－工院－４：平成20年度以降院生による主な学会賞等の受賞状況 

年 月 専   攻 学 年 受   賞   名 

H20. 9 電気電子工学専攻 ２年生 日本磁気学会学術奨励賞内山賞 

H20.12 機能高分子学専攻 ２年生 第 ８回 ナノ分 子 エレクトロニクス国 際 会 議 Outstanding Poster Award 

H21. 5 繊維システム工学専攻 ２年生 日本繊維機械学会学術奨励賞 

H21. 9 物質基礎科学専攻 ２年生 日本医学物理学会大会長奨励賞 

H21. 9 情報工学専攻 １年生 第 27 回レーザーセンシングシンポジウム廣野賞 

H21.10 社会開発工学専攻 １年生 日本地下水学会若手優秀講演賞 

H22. 1 機械システム工学専攻 １年生 第 1 回国際ﾅﾉ･ﾏｲｸﾛｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｺﾝﾃｽﾄ入賞（3 名のチーム） 

H22. 3 機能機械学専攻 １年生 '10 水 中 ロボットコンベンション in  JAMSTEC MTS 賞 （3 名 のチーム） 

（出典：工学系研究科） 

 

○顕著な変化のあった観点名 学業の成果に関する学生の評価 

 

本研究科では，在学生，修了生を対象とした満足度調査の他，専攻ごとに在籍する院生を対象とした
アンケートを行い，その結果を踏まえ，院生のニーズへの積極的な対応を図り，好評を得ている。 

平成 20 年度に実施した満足度調査において，質問事項のうち，学業の成果に関する回答結果は，資
料－工院－５のとおりであった。 
 
資料－工院－５：学業の成果に関する回答結果（回答者 94名，５段階評価で５が最高値） 
研究に関する相談
に教員は適切に対
応していたか 

4.67  各授業・セミナーの人数は内
容に対して適切であったか 

4.44 大学院の授業・セミナーは研究内容を適
切に伝え、議論できるコミュニケーション能
力を身につけるのに役立ったか 

4.44

質問内容 主な回答 

この大学への進学を後輩・知人
に勧めたいですか？ 
（自由記述） 

自ら学ぼうと思っているなら，とても勉強しやすい環境が整っているので勧めたいと思う。 
環境がよい，研究が進んでいる。 
教員の数のわりに学生の数が少ないので手厚い指導が受けられる。 

（出典：満足度調査結果より抜粋） 

 

整理番号 ４４-１４-６１ 



 

整理番号 ４４-１５-６２ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 総合工学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 基本的組織の編成 

 

平成 21 年度には，本学のみならず，県内の連携大学や近隣県大学，繊維学系大学などを対象に，高
度な研究開発能力に加えて，成果を実用化につなげるためのビジネスマインドを有する幅広い視野を持
った人材を養成することを目的とした「イノベーション創発人材育成システム」が，科学技術振興調整
費「イノベーション創出若手研究人材養成」に採択された。 

この取組の一環として，「イノベーション創発人材育成センター」を設置し，内規を整備するととも
に，特任教授４名，事務補佐員１名を採用し体制を整備した。また，同センターを運営する組織として，
運営委員会，センター会議，外部評価委員会を設置した。 

さらに，平成 21 年度科学技術振興調整費「地域再生人材育成拠点プロジェクト」に採択されたこと
を受け，「超微細加工技術者育成コース」の博士課程専門職コースを新設した。また，同コースの教育
プログラムを推進するため，特任教授３名，特任准教授１名，特任助教１名を採用し，指導体制を整備
した。 
 

○顕著な変化のあった観点名 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 

 

近年，メンタルヘルスケアの問題は，学生指導上の大きな課題となっている。総合工学系研究科（長
野キャンパス）においては，従来から，本学健康安全センターから派遣されるカウンセラーによるメン
タルヘルスケアを行ってきたが，日常的に常駐することができず，予防の面からも十分な対応とは言え
ないため，専門的な知識を持つ教員を配置する必要性が指摘されていた。 

そこで，平成 21 年度より長野キャンパスでは，臨床心理士の資格を持つ専任教員を採用し，メンタ
ルヘルスケアセンターを設置して体制の整備を図った。また，当該教員によるメンタルヘルスケアのた
めの特別講義（セミナー）を開講した。特別講義（セミナー）は４回実施した。出席した学生からの意
見としては，「普段は聴けない講義で有意義だったと思う。」，「進路を決めたり，対人関係にあたって参
考にしたい。」等の肯定的な意見が得られた。さらに，学生を直接指導する教員に対する講演会も３回
実施し，メンタルヘルスケアについての教員の理解を深めるとともに学生指導面での活用を促した（資
料－総工院－１）。 

この結果，多くの学生のメンタル面におけるより緻密なケアが可能となった。 

 

資料－総工院－１：メンタルヘルスケア講演会参加教員数 

第１回 H21. 6.15（月） うつ病とは-早期発見と対応のポイント- 112 名

第２回 H21. 9.11（金） 発達障害とは-事例から学ぶ発達障害- 80 名

第３回 H22. 2. 8（月） 学生の成長を促すコミュニケーション 105 名

（出典：総合工学系研究科） 



(出典：総合工学系研究科）

 

整理番号 ４４-１５-６３ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 総合工学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 教育課程の編成 

 

平成19年度に採択された文部科学省グローバルCOEプログラム「国際ファイバー工学教育研究拠点」
に基づき，平成20，21年度には，ファイバー工学分野で国際的なリーダーシップを発揮する人材の育成
を目指し，以下のような特徴ある教育課程を編成し，英語コミュニケーション能力を涵養し，国際的
に活躍できる人材を養成している。 

(1)全ての講義を英語で行う「国際ファイバー工学コース」を設置し独自のカリキュラムを構築した。 
(2)海外連携機関から教員を招聘し，英語による講義と研究指導補助を行う教育プログラムを実施し
た。平成20年度は，海外５カ国５大学の講師による５科目を開講し，平成21年度は，海外10カ国11
大学の講師による６科目を開講した。 

(3)学生の英語力向上のため，英語の自己学習用e-Learningシステムを導入した。また，英語による
研究成果発表会・国際会議での発表・博士論文作成・公聴会を課した。 

これらの教育課程を編成する体制として「国際ファイバー工学教育研究センター」を立ち上げ，
「国際ファイバー工学コース」におけるカリキュラムの作成，学生の評価，海外招聘教員の選定な
どを行うとともに，「先進ファイバー試作開発センター」を設置し，この施設を利用した教育カリ
キュラムの開発を行っている。 

 

○顕著な変化のあった観点名 学生や社会からの要請への対応 

 

平成20年度以降には特に「イノベーション創発人材育成システ
ム」の構築に取り組み，学生や社会からの要請に対応した。 

このシステムは，本学のみならず，県内の連携大学や近隣県大
学・繊維学系大学などを対象に，高度な研究開発能力に加えて， 
成果を実用化に繋げるためのビジネスマインドを有する幅広い
視野を持った人材を養成することを目的としている。養成の対象
は博士課程学生及びポスドク（博士取得５年以内）とし，イノベ
ーション基礎教育，長期滞在型研究（インターンシップ）や，企
業の参加による共同研究討論会を通じ，企業とともに博士を育成
するプログラムを構築した。 

地方拠点大学として，中堅・中小企業を含む地域企業との連携
を重視するとともに，同規模大学が同様のシステムを導入する上
でのモデルとなることを目指している。このシステムの概要は資
料－総工院－２のとおりである。 

イノベーション基礎教育では，知的財産，守秘義務，技術経営，
企業における研究開発，ビジネスマナー，工場・研究所の安全教育に関する講義を実施し，５名をイン
ターンシップに派遣するとともに，このプログラムを推進するために34企業から協力を得た。本プログ
ラムの実施により，博士の学位取得後の就職に展望が開けるとともに企業側においても，優秀な人材を
獲得できる機会が増すことになる。 

資料-総工院-２：システム概要 



 
 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 総合工学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅲ 教育方法 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

 

平成 21 年度から，本研究科に在籍する学生が，専攻
分野における研究能力に加えて高度な専門性が求めら
れる職業を担うための卓越した能力を修得することを
目的として，グリーン MOT ジョイント・ディグリープ
ログラムを開始した。このプログラムの概要は，資料
－総工院－３のとおりである。 

このプログラムでは，本研究科に在籍する学生が，
同時に経済・社会政策科学研究科イノベーション・マ
ネジメント専攻にも在籍し，修士（マネジメント）の
学位も取得が可能となっている。 

理工系の研究者，技術者においてもマネジメントの
知識は重要であり，本プログラムを通じて技術経営能
力を併せ持つ優れた研究者，技術者を養成している。
平成 21 年度には，２名の院生が本プログラムに参加し
て学んでいる。 
 

○顕著な変化のあった観点名 主体的な学習を促す取組 

 

生命機能・ファイバー工学専攻では，「国際ファイバー工学教育研究拠点」が平成 19 年度文部科学
省グローバル COE プログラムに採択されたことに伴い，すべての講義を英語で実施する「国際ファイバ
ー工学コース」を設置した。平成 20 年度以降，国内外から優秀な大学院博士課程学生を集め，ファイ
バー工学の分野で国際的なリーダーシップを発揮できる人材の養成を行っている。このような優秀な学
生がより一層主体的な学習に取り組むよう，以下の取組を行っている。 
(1) 授業料免除の特別枠を設け全額または半額の授業料免除が受けられるようにしている。 
(2) 一人当たり年間約 120 万円の RA 経費及び学生個人に対する研究費の支援を行っている。 
(3) 若手教員と学生のグループ研究を奨励し，公募により研究テーマを選抜し研究費の支援を行

っている。 
(4) 国際会議の成果発表や，国際的な情報発信を推進するため，参加費，派遣旅費，英文の論文校閲料

及び国際誌への論文投稿料の支援を実施している。 
(5) 日本人学生の英語力向上のため，自学自習 e-Learning システムを導入し，TOEIC,TOEFL の受験を奨

励している。 
支援状況は資料－総工院－４のとおりである。 
 

資料－総工院－４：博士課程学生に対する経済支援状況 
博士課程学生に対する経済支援状況（国際ファイバー工学コース） 

年度 在籍者数（人） 授業料免除（人） 
RA経費支給

（人） 
研究費支援（人）

国際会議 

参加費支援（件）

国際会議参加 

旅費支援（件） 

海外共同研究 

への派遣（件） 

20 40 29 32 37 32 32 0 

21 45 33 36 43 58 34 2 

（出典：総合工学系研究科） 

整理番号 ４４-１５-６４ 

資料－総工院－３：ジョイント・ディグリープログラム

出典：経済・社会政策科学研究科



 
整理番号 ４４-１５-６５ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 総合工学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 学業の成果に関する学生の評価 

 

平成 20 年度の全専攻の修了生にアンケート調査を行った。回答者 19名のうち，「博士課程を修了し

た事が今の仕事にどのように役立っていますか。」の質問事項に対して，専門的知識を活かし，独立し

て研究開発を進める上で，博士課程での研鑽が役立っているという趣旨の回答が多数を占めた（資料－

総工院－５）。 

 

（資料－総工院－５）博士課程修了生に対するアンケート調査（抜粋） 

 
博士課程を修
了した事が今
の仕事にどの
ように役立っ
ていますか。 
（ ）内は職種 

・研究計画の立案，遂行など，独立して研究を実行できる能力が評価されています。（行政・

研究） 

・職場は博物館であり，博士課程で研究した内容は直接，館の業務に役立っています。また，

博物館に来る若い研究者への指導などにも大いに役立っています。（博物館学芸員） 

・物事の本質を掴もうとする探究心と成果追求力を最も活用しています。（民間研究開発） 

・博士課程を修了したことにより，教育現場での仕事ができている。また，研究職につくため

に必要。（高専・大学非常勤講師） 

・研究者として大学への就職を希望していたため，博士課程の修了は必須という意識でしたが，

やはり，最先端でご活躍されている先生方にご指導いただいたことは，幅広い知識の取得や

研究方法の改善等，今後の研究活動において有用な経験でした。（大学教員） 

・現在，研究職であるので，専門的な教育はすべて活かされています。将来的にも活かされる

でしょう。（独立行政法人研究職） 

・必要，あるいは得られる成果を想定し，研究を計画することができるようになった。（企業

研究職） 

・実験での進め方，考え方（仮説→実験→考察→対策）は分野が異なっても役立っている。(開

発職) 

・企業の研究においては，少なくとも２つ以上の専門性を持つことが望まれており，配属され

たチームのテーマは自分の専門とリンクしないが，将来テーマを進めるにあたり，しっかり

としたベースになると思う。（研究開発） 

・研究テーマの設定から論文の発表まで,さらには予算の申請といった研究者として活動する

ための一通りのスキルを学べたことが現職に役立っている。（教育・研究） 

・大学教員となり，博士課程時代の研究・教育がそのまま活用されており，将来においても役

立つものだった。子供向けの工作教室や学会主催の研究会を多数企画し，実行したが，現在

もその経験が生きており，将来的にも大学内外のイベントを開催する際に役立つと考えられ

る。（大学教員） 

・博士課程で養成された研究遂行能力及び問題解決能力は現在の職で必須である。博士課程で

得た力は，将来性を広げるのに役立っている。（研究） 

（出典：総合工学系研究科） 



 

整理番号 ４４-１５-６６ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 総合工学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例２ 「「大学院教育改革支援プログラム」への申請」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 
システム開発工学専攻では，平成 19 年度に，より高度な専門的人材育成プログラムとして「産学官

連携体制によるナノテク高度人材の養成」を日本学術振興会「組織的な大学院教育改革推進プログラム」
に申請した。本プログラムは残念ながら採択には至らなかったが，そこで整備されたナノカーボン科学
分野，ナノ材料・ナノコンポジット分野，超精密加工分野，マイクロデバイス分野，エネルギー・環境
分野の５研究分野にわたる「ナノ材料創成とその応用に関する実践的高度人材養成」を行う体制及び蓄
積されたノウハウを基に，平成 20 年度以降においても，引き続き社会人学生等の教育に力を注いでき
た。 

さらに，世界有数の精密加工企業の集積地域である，諏訪圏域の岡谷市を代表とする諏訪圏６市町村，
長野県，関連企業等から，超微細加工技術に関する「戦略的開発技術者」養成の強い要望を受けるとと
もに，修士課程を修了した社会人学生からも，学修成果を一層高めたいという希望もでてきた。これを
受け，本研究科では博士課程専門職コースの新設を目指し，諏訪地域産業活性化協議会，長野県等と連
携を図り準備を進め，平成 21 年度科学技術振興調整費「地域再生人材育成拠点プロジェクト」に申請
し採択された。このことを受け，「超微細加工技術者育成コース」の博士課程専門職コースを新設し，
平成 22 年度からの本格的な学生受入れを目指し取組をスタートさせ，４名の入学者を決定した。 

博士課程専門職コースは，以下のような人材を養成する教育プログラムである。 
① 企業現場や客先からの課題を解決するための手法を独自に考案し，さらに難しい課題については，

本コースを通じ構築した人的ネットワークなどを駆使し多面的な解法を築ける人材。 
② 企業を支える独自な技術力の強化に貢献し，技術や製品を上市できる能力を有する人材。 

本プログラムを推進するため，特任教授３名・特任准教授１名・特任助教１名を平成 21 年度に採用
し指導体制を整備した。また，岡谷市のサテライトキャンパスには，修士課程学生教育のための教職員
室及び講義室・研修室等（テクノプラザおかや内）に加えて，隣接する「ララ岡谷」の建物を改修し，
博士課程専門職コースの教育指導を行うための教員研究室・実験実習室を整備した。 

本プログラムは既存の博士課程とは異なり，講義と実習・演習をセットとした実践的な講義を行うと
ともに，産業技術総合研究所等へのインターンシップを充てる学外研修と実習を必修科目として課し，
また，総単位数を２倍としているほか，研究成果は英文論文を含む２編の学術論文として発表すること
も求めた特色ある教育課程を編成している（資料－総工院－６）。 

さらに，本コースに在学する学生への支援策として入学料及び初年度授業料を免除し，また，経済・
社会政策科学研究科修士課程をダブルディグリーとして履修する（グリーン MOT ジョイント・ディグリ
ープログラム）場合は，同研究科への入学料及び授業料を免除している。 

このように，平成 21 年度「地域再生人材育成拠点プロジェクト」の採択を受け，新たな教育環境の
体制整備が充実し，学生や社会からの要請に応え，本研究科の教育の質の向上が図られた。 

 
資料－総工院－６：博士課程修了条件 

 授業科目 特別演習 実習 学外研修 総単位数 

既存の博士課程修了要件 ４単位 
4 単位 

（必修） 
- 2 単位 10 単位以上 

専門職コースの修了要件 ８単位 
4 単位 

（必修） 
6 単位 
（必修） 

2 単位 
（必修） 

20 単位以上 

（出典：総合工学系研究科便覧Ⅰ） 



資料－総工院－８： 

上高地ステーションの利用者数の推移 

H19年度 H20年度 H21年度

宿泊（延べ泊数） 401 869 1147

日帰り利用者数 － 261 367

（８月より利用開始）

注）利用した大学・機関の例： 

岡山理科大学，高知大学，専修大学，東京大学，早稲田

大学，筑波大学， 東京農業大学，明治大学，立教大学，

立正大学，首都大学東京，東京自然保護助成基金など 

（出典：総合工学系研究科）
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指
導
）

特
別
演
習
Ⅱ

（体
験
型
セ
ミ
ナ
ー
・

特
別
国
際
セ
ミ
ナ
ー
）

授
業
科
目
Ⅰ

授
業
科
目
Ⅱ

主 専門 領域 専門周 辺領域

３年 次

２年 次

１年 次

専
攻
教
務
委
員
会

（
プ
ロ
セ
ス
管
理
）

特
別
演
習
Ⅱ

（フ
ィ
ー
ル
ド
実
践
セ
ミ
ナ
ー

＋
特
別
国
際
セ
ミ
ナ
ー
）

「広
い
視
野
の
定
着
と
発
展｣

授
業
科
目
Ⅱ

「広
い
視
野
の
育
成
」

特
別
演
習
Ⅰ

（セ
ナ
ー
・実
習
・研
究
発
表
）

「深
い
専
門
性
の
育
成
」

授
業
科
目
Ⅰ

「高
度
な
学
識
」

専
攻
教
務
委
員
会

「成
績
評
価
・
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
」

指導教 員集団 による教育・研究指 導

 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 総合工学系研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 

事例３ 「「大学院教育改革支援プログラム」への申請」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

山岳地域環境科学専攻では，平成 19 年度に，

より高度な専門的人材育成プログラムとして

「フィールド科学を担う研究者育成プログラ

ム」を日本学術振興会「組織的な大学院教育

改革推進プログラム」に申請した。本プログ

ラムは残念ながら採択には至らなかったが，

このプログラムに基づく研究者の育成が引き

続き図られており，「山岳地域環境科学を主導

する研究者の育成」プログラムとして取り組

んでいる。このプログラムの概要は，資料－

総工院－７のとおりであり，特別演習Ⅰ，Ⅱ

を基盤とする主専門領域と専門周辺領域の両

方を修得する教育課程となっている。 

「特別演習Ⅱ」の「フィールド実践セミナ

ー」を試行する過程で，異分野間の学生間の交流が進み，相互の刺激によって研究意欲が向上し，平成

19 年度４名，20 年度４名，21 年度２名の課程修了・学位取得者を輩出した。その中には在学２年での

飛び級修了者（１名）や在学中の日本学術振興会研究員採用者（２名）も含まれている。これらの成果

は，専攻内に同セミナー運営委員会と教務委員会を設置して，その波及効果として専攻全体の教育指導

が改善・強化された結果である。 

また，本専攻の教育に重要な役割を果たすフィールド教育・調査の拠点施設のひとつとして上高地ス

テーションを新設・整備することによって，本学の学生のみならず全国の大学院学生・研究者による利

用が進み，その過程での交流によって一層教育効

果が高まった（資料－総工院－８）。 

これらの活動を通じた交流と研究活動実績を踏

まえ，平成 20年度からは「上高地・槍・穂高地域

における自然環境の変動と保全・適正利用に関す

る総合研究」を開始し，また，平成 22 年度からは

「中部山岳地域の環境変動の解明から環境資源再

生を目指す大学間連携事業」を開始することとな

るなど，各種研究への展開に至った。 

 

整理番号 ４４-１５-６７ 

資料－総工院－７： 

「山岳地域環境科学を主導する研究者の育成」概要

（出典：総合工学系研究科）



 

 

整理番号 ４４-１６-６８ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 信州大学 学部・研究科等名 法曹法務研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 教育課程の編成 

本法科大学院は，法曹養成に特化した専門職大学院にふさわしい内容・方法で理論的教育と実務的教
育が段階的かつ完結的に行われるように，理論と実務を架橋する教育を実践している。 

平成21年４月の中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会において報告された「法科大学院教
育の質の向上のための改善方策について（報告）」等を踏まえ，法科大学院教育の質の一層の向上を図
るため，特に法学未修者教育の充実のための教育課程の見直しを行い，平成22年度（2010年度）カリキ
ュラムを次のとおり改定し，１年次配当法律基本科目（必修科目）を16科目32単位配当から，19科目38
単位配当とした（資料－法科－１）。 
資料－法科－１：カリキュラム新旧対照表 

2008 年度カリキュラム（改定前） 2010 年度カリキュラム（改定後） 

統治の基本構造 憲法 1（統治の基本構造） 

基本的人権の基礎 憲法 2（基本的人権の基礎） 

 行政法 1（行政法概説） 

民法 1(総則・物権 1) 民法 1(総則・物権 1) 

民法 2(総則・物権 2) 民法 2(総則・物権 2) 

民法 3(債権総論・契約 1) 民法 3(債権総論・契約 1) 

民法 4(債権総論・契約 2) 民法 4(債権総論・契約 2) 

民法 5(事務管理・不当利得・不法行為) 民法 5(事務管理・不当利得・不法行為) 

民法 6(担保物権・人的担保) 民法 6(担保物権・人的担保) 

民法 7(親族・相続) 民法 7(親族・相続) 

民法入門演習 民法入門演習 1 

 民法入門演習 2 

商法 3(手形・商法総則) 商法 3(手形・商法総則) 

商法 4(商取引法) 商法 4(商取引法) 

民事訴訟法 1(判決手続) 民事訴訟法 1(判決手続) 

刑法 1(刑法総論・各論 1) 刑法 1(刑法総論・各論 1) 

刑法 2(刑法総論・各論 2) 刑法 2(刑法総論・各論 2) 

刑法演習 刑法 3(刑法総論・各論 3) 

 刑事訴訟法 1 

（出典：法曹法務研究科） 
 
このカリキュラム改定により，法律基本科目についてより多くの時間を確保し，さらに，早期の段階

でそれぞれの法律の全体像や方法論の特質を身に付けさせることが可能となった。 
 
○顕著な変化のあった観点名 学生や社会からの要請への対応 
近年の法科大学院を取り巻く環境が，新司法試験合格者数の抑制及び入学志願者数の減少等厳しい状

況下にある中において，平成21年４月の中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会報告「法科大
学院教育の質の向上のための改善方策について（報告）」が示すとおり，社会からの要請として，法科
大学院の教育環境の充実，養成する法曹の質の向上が求められている。 

このような状況を踏まえ，本法科大学院では，少人数教育による教育環境の更なる充実を図るため，
現行の入学定員40人を見直し，平成22年度から18人とすることとした。 

 


